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移動通信におけるアンテナの

特性解析と性能評価に関する研究

1992年(平成4年) 8月

多賀登喜雄



[内容梗概]

本論文は著者が行った「移動通信におけるアンテナの特性解析と性能評価に関

する研究J をまとめたものである。本文は、 8章から構成されている。以下に各

章について、その内容の概要を述べる。

第1章序論

研究の背景として移動通信における携帯電話サービスの発展と携帯無線機に実

装されるアンテナ開発の課題について述べ、陸上移動伝搬路におけるアンテナの

特性解析の重要性を示す。そして、本研究の目的と意義、および有用性を明確に

する。

第2章 陸上移動伝搬路におけるアンテナの実効特性の理論的取扱い

陸上移動伝搬路内を移動するアンテナの平均実効利得( Mean EfTective Gain :以

下 MEG という)および多重波フェージングの低減に有効なアンテナダイパーシ

チの相関係数の一般的な理論式を導出する。更に、交差偏波を含めた多重到来波

の新たな統計モデルを導入し、前記理論式と組み合せて陸上移動伝搬路内でのア

ンテナの特性を理論的に解析する手法を提案する。また市街地における 900MHz

帯での実験により、導入した統計モデルの妥当性を確認してし a る。

第3章 半波長ダイポールアンテナの平均実効利得(MEG)特性

移動通信環境の伝搬特性測定用アンテナとして、またアンテナのMEG測定にお

ける基準アンテナとして用いられている半波長ダイポールアンテナのMEG特性

について理論的解析を行い、 MEGの到来波特性とアンテナパタンとの相互関係を

明らかにする。この解析結果より、半波長ダイポールアンテナを用いた各種測定

における問題点を示すと共に、 MEG測定における新たな基準レベル測定法につ

いて述べる。また第2章に示した市街地におけるMEG特性の実験により、本解析

結果の妥当性を確認している。
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第4章 平均交差偏波電力比(XPR)測定法

第2章において導入した到来波の統計モデルを適用し、これまで用いられてき

た陸上移動伝搬路のXPR測定法の測定確度について理論的検討を行い、従来の測定

法における誤差要因を明らかにする。そして、従来法のもつ重大な欠点を解消で

きる方法として、円筒スロットアンテナを用いるXPR測定法を提案する。ま

た、本提案法の測定確度に対する評価と測定に用いるべき円筒スロットアンテナ

の実現方法について述べる。

第5章 見通し外条件下における屋内到来波分布測定法

第3章および第4章で得た結果を活用し、移動体アンテナの多重波伝搬路内での

性能を屋内実験によって簡易に評価する方法について検討している。中でも、最

も重要となる伝搬路の到来波分布パラメータを測定する方法として、半波長ダイ

ポールアンテナと円筒スロットアンテナのMEG特性を利用する方法を提案す

る。そして、第4章において提案した円筒スロットアンテナを用いる XPR測定法

と本章の提案法を適用することにより、 900MHz帯において測定した屋内到来波

分布パラメータの結果について述べる。

第6章 クロスダイポールアンテナを用いた偏波ダイパーシチの相関特性

半波長ダイポールアンテナを直交させた構成のクロスダイポールアンテナを

用いた偏波ダイパーシチの相関特性について理論的考察を行 \1)， 相関特性のアン

テナパタンと到来波特性との依存性を明らかにする。また、市街地における実験

により解析結果の妥当性を確認している。更に、 XPRが-1.5dB となる伝搬路に

おいてアンテナ系の方向性変動によらずダイパーシチブランチの相関がほぼ O

となることを理論的に予測するとともに、屋内伝搬環境における実験によりその

実現↑生を検証している。

第7章 並列配置ダイポールによる空間ダイパーシチの特性

半波長ダイポールアンテナを 2本並列配置して構成される空間ダイパーシチア

く2>

ンテナを検波後選択ダイパーシチ受信として用いる場合のMEG特性および相関特

性を理論的に考察し、空間ダイパーシチブランチとして最適なアンテナ間隔が存

在することを示す。また第5章で提案した屋内実験により解析結果の妥当性を確認

している。

第8章結論

この研究で得られた成果を総括し、更に今後の課題と本研究の将来展望につい

て述べる。
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(6) 
(7) 
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第 1章序論

本章では、本研究の位置づけとして研究の背景，目的および意義について述べ

る。また、最後に本論文の構成と概要を示す。

1. 1 本研究の背景

1. 1. 1 移動通信の発展とパーソナル化

今日の移動通信は、内航船舶電話，無線呼出，自動車電話等の公衆通信系、警察無

線，タクシー無線等の専用業務系、アマチユア無線，パーソナル無線等の市民無線

系およびコードレス電話等のパーソナル通信系と様々な形態、で発展してきた。中

でも、 1979年12月に東京地区でサービスが開始され、その後全国導入が図られて

きたNTrの800MHz帯自動車電話方式(1)は、サービスエリアをいくつかの小さな

無線ゾーンに分割するいわゆるセル方式を採用して周波数利用効率の向上を図っ

た初めての公衆移動通信方式であり、本格的な陸上移動通信時代の到来を告げる

ものであった。この自動車電話の加入者数は順調に増加し続け、 1988年5月には

大都市圏での無線周波数の逼迫に対処するため加入者容量を 3倍以上増大させた大

容量移動通信方式(2)が導入されるまでになった。更に、 NTr以外の事業者による

自動車電話サービスも開始され、 1991年11月末現在の加入者数はNTrだけで

74万、全体で120万にも達するものとなっている。また、近年その実現が急がれ

ているサービス統合ディジタル通信網 (ISDN) との接続による高度な移動通信
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サービスを目指したディジタル移動通信方式(3)の開発も急ピッチで進められてお

り、移動通信は今後も更に大きく発展していくと考えられる。

自動車電話の発展・拡大に伴い、車内のみならず自動車から離れても通話したい

という要望が高まり、 1985年9月には車載無線機を着脱可能にして自動車から持

ち出しても直接無線基地局にアクセス可能な自動車電話用着脱式移動機(ショル

ダーホン:肩掛け式携帯電話)(4)が導入された。更に 1987年4月以降、ハンドヘルド

形の携帯電話機の導入を契機として携帯電話の加入者数は増加の一途を辿り (5) 、

NTTにおける携帯電話加入者数は 1991年11月末現在で全加入者数の48% を占める

までに発展してきた。一方、事業所コードレス電話や家庭用コードレス電話等の

いわゆる屋内型携帯電話に対する需要も、近年著しく増加してきている。このよ

うに、パーソナルユースを基本とする携帯電話サービスに対する需要は社会生活

の高度化・多様化とともに増大してきており、屋内・屋外を問わず「だれもが」

「いつでも J 1"どこでも」通信できる本格的な携帯電話サービスの実現，すなわ

ちパーソナルな移動通信サービスの実現が望まれている。

1. 1. 2 携帯電話システムにおけるアンテナ開発上の課題

携帯無線機に実装されるアンテナは、携帯電話システムのサービス性を左右す

る重要なキーデバイスである。なぜなら、陸上移動伝搬路でのアンテナの実効利

得は無線ゾーンのサイズ，無線装置の送信電力(消費電力)，バッテリ容量等に直接

的影響を及ぼすためである。即ち、実効利得に優れるアンテナは、送信電力の低

減あるいはサービスエリアの拡大に寄与し、ひいてはバッテリの小型イじ(軽量化)

あるいは使用可能時間の延長等に大きく貢献する。従ってまず第一に、実効利得

の高いアンテナの設計・開発が極めて重要な課題である。

陸上移動伝搬路では、基地局からの送信電波は移動局周辺の建物や地物によっ

て反射・散乱・回折し、多重波伝搬となる。これらの波の振幅や位相は場所的にラン

ダムに変動するため、この伝搬路内を移動局が走行しながら電波を受信したと

き、受信波の包絡線および位相はランダムに変動する (6)。図1.1 に受信波の包絡線
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図1. 1 移動通信における受信信号包絡線のレベル変動特性

と平均受信レベルの概要

4 

変動の様子を示す。この激しい瞬時レベル変動はマルチパスフェージングと呼ば

れるもので、移動通信ではこのようなランダムな変動を統計的手法を用いて取り

扱っている。すなわちある移動区間にわたる瞬時受信レベルの平均値を求め、そ

れをその区間での平均受信レベルとして評価している。アンテナの実効利得が高

いということは、この区間平均値で表される平均受信レベルが高いことに対応す

る。従って、移動体アンテナの実効利得も上記区間平均による統計量として評価

されるものであり、以下、これを平均実効利得と言う。

また、上記マルチパスフェージングによる瞬時受信レベルの急激な落ち込み

は30-40dBにも達し、アナログFM方式では雑音として伝送品質を劣化させる。

ディジタル方式では、落ち込み点での急激な位相変動により符号誤りが増大し伝

送品質が大きく劣化する。このような伝送品質劣化を軽減する手段として、ダイ

パーシチ受信技術が知られている。図1.2に示すように、ダイパーシチ受信技術

は相関の小さい複数のアンテナプランチで受信した信号を合成または切り換える

-3-



①については、板状逆Fアンテナ等の小形・低姿勢アンテナの研究が盛んに行われ
-一一一一 Resultant signal envelope of two-branch selection diversity 

-Received signal envelope of diversity branch 1 

Received signal envelope of diversity branch 2 

モーメン

ト法や空間回路網法，時間領域有限差分法(FDTD法)等の数値解析法を用いて無線
機きょう体の影響(18)-(20)や人体による特性変動(21)-(23)等を求めることが容易に

これら検討から得られる結果は自由空間中の特しかしながら、なってきている。

このこ性(静的特性)であり、④に示した特性を直ちに評価できるものではなし、 。

とは、実際の伝搬路で測定されたアンテナの平均受信電力が指向性利得に対応し

アンテナの設計には④の実効特性をないことから明らかとなっている (24) ， (25)。
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また②，③については、近年の計算機の進歩に伴い、ている(14)-(1 7) 。

これまで実験的あるいは理論的に評価する検討がなされ知ることが必要であり、
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てきた。実験的評価方法は、屋外の実際の伝搬路内でアンテナを移動させて瞬時
4 3 

。

。

それを計算機処理することによって基準アンテナに対す受信信号強度を測定し、
2 

Distance (m) 

る相対的な平均実効利得やダイパーシチアンテナの相関特性を評価するものであ
評価この測定には多大な時間と労力が必要となるにもかかわらず、る (26)-(29) 。選択ダイパーシチ受信によるフェージングの軽減図1. 2

アンテナの設計効率が結果から特性改善に対する知見を得ることが困難なため、

そこで、④の特性を理論的に評価する方法が求めら上がらない等の問題がある。

これまで報告された理論的検討の多くはダイパーシチブランチの相

アンテナへの到来波が主偏波成分のみである伝搬

れてきた。フェージングによる受信信号強度の落ち込みを軽減する技術であことにより、

関特性に関するものであるが、り、伝送品質の改善には極めて大きな効果がある (7)-(9)0 N'ITの大容量移動通信

交差偏波成分の効果を論じていないものがほとんどであるモデルが用いられ、基地局・移動局の双方においてそれぞれ2本のアンテナを用いるアンテ方式では、

交差偏波成分を含めた伝搬モデルを仮定した検討もあるが、結果的に到(30)-(32)。アンテナダイパーシチは比較的ナダイパーシチ受信を採用している (2) ，(1 0) ，(1 1) 。

来波特性を含まない評価式が導かれており、到来波特性との関係は論じられてい簡易な構成で効果が高く、携帯無線機におけるフェージング対策技術として重要
交差偏波識別度(XPD)の効アンテナの平均実効利得に関しては、一方、ない (33)。である (12) ，(1 3)。従って、相関の小さいダイパーシチアンテナの開発が第二の課

果も考慮したパタン平均化利得による検討(34)等があるが、到来波が水平面内にの
題である。

到来波の3次元的な広がりのまjJみ集中している伝搬モデルを仮定しているため、上記二つの課題に加えて、携帯無線機に実装するアンテナの開発には更に以下

しかしながら、携帯無線機等に実装されるアンテナの場果は評価されていない。の項目に対する検討が必要となる。

その結果交差偏波成分に対すアンテナの方向性が人為的な変動を受け、合には、①小形アンテナの開発

るアンテナ指向性が優位となる状況や指向性の主ビーム方向が3次元的な任意方向②アンテナを携帯無線機に実装したときの特性変動

に向く状況が生じるため、④の特性解析には到来波の交差偏波成分の影響ならび

に到来波方向の3次元的な広がりの影響を考慮、できることが必要である。特に屋内
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③アンテナが人体近傍で用いられる場合の特性変動

④陸上移動伝搬路内でのアンテナの特性(実効特性)
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等での移動通信環境では、交差偏波成分が主偏波成分と同程度に生起すること (35)

が報告されており、交差偏波成分の影響を解析することが重要である。

以上述べたように、陸上移動伝搬路内でのアンテナの特性に対する理論解析手

法は、移動体アンテナの設計、特に携帯無線機に実装されるアンテナの設計にお

いて重要な位置を占める基盤技術であるが、従来の研究結果では十分な方法が確

立されたとは言い難い。

1.2 本研究の目的と意義

本研究は、陸上移動伝搬路内でのアンテナの実効利得およびアンテナダイパー

シチの相関特性に対する理論的・実験的な評価・解析手法を確立することにより、 こ

れまで明確でなかった各種移動伝搬測定用アンテナの移動伝搬路中での特性を明

らかにすると共に、伝搬路の特性を含めて携帯電話用アンテナ等の移動体アンテ

ナの最適設計を可能ならしめることをその目的としている。

アンテナへ到来する到来波の垂直・水平両偏波の寄与，到来波の仰角方向への広

がり，および移動体アンテナの偏波特性等とアンテナの実効利得やアンテナダイ

パーシチの相関特性との関係、すなわちアンテナの実効特性のメカニズムを理論

的方法により解析できれば、アンテナの忌適設計が可能となる。

また、理論検討により設計したアンテナの実際の伝搬環境での動作特性を検証

する手段として、これまで行われてきた屋外伝搬環境での測定法に換えて、より

簡易な実験方法が求められている。その理由は、第一に屋外実験を行うには電波

免許が必要であること、 しかも任意の周波数帯での実験が困難であることが挙げ

られる。第二に屋外実験には、基地局アンテナの設営，移動測定系の整備，実験要

員の確保，測定データの処理等に多大な時間，労力，経費がかかることが挙げられ

る。また、屋外実験結果より伝搬環境でのアンテナの動作メカニズムを解明する

には測定場所での到来波特性の測定が必要であるが、これには更に多大な時間，労

力，経費が必要となる。そこで、屋外での測定法に換えて、屋内伝搬環境での簡易

な測定法の確立が望まれる。屋内伝搬環境において到来波分布特性を簡易に測定
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することができれば、多重波伝搬路内でのアンテナの実効特性の分析が容易にな

るばかりでなく、携帯無線機に実装するアンテナの人体による実効利得劣化要因

の分析等にも有効となるから、その測定方法の確立は移動体アンテナの研究開発

に大きく貢献するものと考えられる。

1.3 本研究の概要

本論文は、著者が行ってきた陸上移動通信におけるアンテナの特性解析と性能

評価に関する一連の研究をまとめたものであり、図1.3に示すように構成されて

いる。

第2章ではまず、陸上移動伝搬路におけるアンテナの平均実効利得(Mean

Effective Gain :以下これを:MEG と略す)の定義を明確にし、更に伝搬路の交差偏

波特性を到来波の垂直偏波成分と水平偏波成分との平均電力比として表現する交差

偏波電力比(Cross-polarizationPower Ratio :以下これをXPR と略す)を新たに定義

する。これらの定義に陸上移動伝搬路内を移動するアンテナでの平均受信電力に

関する理論式(6， p.133) を適用することにより、任意の基地局送信偏波に対して成立

するMEGの理論式を明らかにしている。また、 MEGの理論式における XPR，な

らびに到来波の分布関数を用いて表されるアンテナダイパーシチの相関係数の理

論式を導出し、 MEGと相関係数を統一的に議論できる理論式を明らかにする。更

に、アンテナへ到来する到来波の平均電力分布が垂直面内で広がりをもっ新たな

到来波モデルを導入し、到来波の垂直・水平両偏波の寄与，到来波の仰角方向への広

がり，および移動体アンテナの偏波特性等を考慮できる理論手法を提案してい

る。また、市街地における実験により到来波モデルの妥当性を確認している。

第3章では、移動通信における伝搬特性測定用アンテナとして、またアンテナ

実効利得測定における標準アンテナとして用いられている半波長ダイポールアン

テナのMEG特性について理論的考察を行い、 MEG特性のアンテナパタンと到来

波特性との依存性を明らかにしている。その結果、到来波特性との依存性を利用

すれば、逆に伝搬特性を利用してアンテナの方向性変動等に伴う実効利得の変動
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を低減できる可能性のあること、半波長ダイポールアンテナを用いた伝搬特性の

測定に大きな誤差要因が内包されていること、並びにアンテナ実効利得i~IJ定にお

ける標準アンテナとして半波長ダイポールアンテナを用いる場合の問題点等を明

らかにしている。最後に、市街地における実験により、本解析結果の妥当性を確

認している。

第4章では、従来の半波長ダイポールアンテナを用いたXPR測定法に大きな誤

差要因が内包されるという第3章での特性解析の結果に基づき、これまで検討さ

れていなかった多重波伝搬路の交差偏波電力比(XPR)測定法の測定確度について理

論的検討を行っている。その結果、従来より用いられてきた種々の測定法におけ

る測定確度並びにその劣化要因を明らかにすると共に、測定確度を高めるための

新たなXPR測定方法を提案している。更に、提案方法の測定確度特性および測定

に使用すべきアンテナの実現方法を示している。

第5章では、第3章および第4章で得られた結果を活用し、移動通信用アンテナ

の多重波伝搬路内における特性を屋内実験によって簡易に評価する方法について

検討している。即ち、 1~1j定環境の到来波分布特性を筒易に測定することができれ

ば、多重波伝搬路内でのアンテナの実効特性の分析が容易になるばかりでなく、

携帯無線機に実装したアンテナの人体による実効利得劣化要因の分析等にも有効

となり、移動体アンテナの研究開発に大きく貢献することとなる。まず、半波長

ダイポールアンテナおよび円筒スロットアンテナのMEG特性を利用し、屋内の

多重波伝搬環境において簡易に到来波分布特性を測定する方法について述べる。

次にこの方法を適用し、 900MHz帯において実施した一般のオフィスビル等での

到来波分布測定結果について述べる。これら伝搬特性が明らかになった環境下に

おける特性評価実験の結果については、第6章および第7章において述べる。

第6章では、半波長ダイポールアンテナを用いた偏波ダイパーシチの相関特性

について理論的考察を行い、相関特性のアンテナパタンと到来波特性との依存性

を明らかにしている。また、市街地における実測結果と理論結果との比較によ

り、解析結果の妥当性を確認している。更に、 XPRが-1.5dB となる伝搬路にお

いてアンテナ系の方向性変動によらずダイパーシチブランチの相関がほとんど O

となる特性が実現できることを理論的に予測し、伝搬特性を利用して移動通信ア

-8-

ンテナの性能を向上せしめる可能性のあることを示している。この低相関特性の

実現性については、第5章に示した屋内伝搬環境において900MHz帯での実験によ

り確認した。

第7章では、第2章に示した理論を適用し、半波長ダイポールアンテナを 2本並

列配置して構成される空間ダイパーシチアンテナを検波後選択ダイパーシチ受信

として用いる場合のMEG特性および相関特性を理論的に考察している o このア

ンテナ系が鉛直方向から傾けられる場合を含めて、アンテナの上記特性と伝搬特

性との関係を明らかにし、空間ダイパーシチブランチとして最適なアンテナ間

隔が存在することを明らかにしている。また第5章において提案した屋内実験に

よる特性評価法を適用し、 900MHz帯での実験結果と理論値との比較を行って解析

結果の妥当性を確認している。

第8章は結論であり、第2章から第7章までの検討結果および今後の検討課題につ

いて総括している。

-9-
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r一令

第 6 章

クロスダイポール

アンテナを用いた

偏波ダイパーシチ

の相関特性

l 第 7 章

: I 並列配置ダイポール

ーし引による空間ダイパー

シチの特性

第2章 陸上移動伝搬路におけるアンテナの

実効特性の理論的取扱い

2. 1 緒己

陸上移動通信の伝搬路は、受信点周囲の地形や建築物等による反射や回折あるい

は散乱によるランダムな多重波伝搬路であり、この伝搬路内を移動す る 受信点に

は、入射方向，強度，位相，偏波特性等が場所的・時間的に変動する複数の波が到来す

る。このような多重波伝搬路内を移動するアンテナの実効特性は、伝搬路で の到

来波特性(3次元的な広がりをもっ到来波分布，交差偏波識別度，等)とアン テ ナの放

射パタンとの相互関係に依存して変動する。

上記伝搬特性とアンテナの放射パタンとの相互関係を取り扱 っ た理論として、

Y. S. Yeh による移動体アンテナの平均受信電力の理論(6 ， p.133)があるが、移動体

アンテナの平均実効利得(Mean Effective Gain :以下これをMEG と略す)を記述す

る一般式までは求められておらず、また伝搬路内の交差偏波識別度に対する取扱

いも明確にはされていない。更に、伝搬路での到来波特性に関しても 一般性のあ

る解析モデルが明確でなく、種々の移動体アンテナのMEGの伝搬環境による変

動や、アンテナの偏波特性や指向性が変動した場合のMEG変動等は明らかになっ

ていない。

また、アンテナダイパーシチ受信の性能指標であるアンテナブランチ間の相

関係数についても、到来波の交差偏波成分の効果および到来波の3次元的な広がり

の影響等を考慮できる理論的手法は明確にされておらず、種々のアンテナダイ

一 11-
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ノ て ーシチの相関係数に対す る伝搬特性変動の影響やア ンテナ系自体の偏波特性や

指向性変動の影響等は明らかで はな し、。

本章では、まず移動体アンテナの実効特性 とし て 重要な MEG特性およ び アン

テナダイパーシチの相関係数について、到来波特性とアンテナの放射パタンと の

相互関係を考慮した統一的な理論式について述べる 。 更に、アンテナへ到来する

到来波の平均分布が垂直面内で広がりをもっ到来波モデルを導入して、到来波の

垂直・水平両偏波の寄与，到来波の仰角方向への広がり，および移動体アンテナの偏

波特性を 一般的に考慮できる五回Gならびにアンテナダイパーシチ相関係数の理

論的取扱い法を提案する。最後に、市街地における到来波分布の測定結果を示

し、本解析法に適用する到来波モデルの妥当性・有効性を確認する。

Transmitting Antenna 

/ Multipath Environment 

Ptotal = Pv + PH 

Prec 

~Pν 久 くら〉

Receiving Mobile Antenna 

2.2 多重波伝搬路におけるアンテナの実効特性の理論式の導出
図2.1 多重波伝搬路内の移動体アンテナに到来する 平均電力

2.2.1 平均実効利得Gv四G)

移動体アンテナの:MEG特性を解析するためには、多重波伝搬路内の移動体アン

テナへ到来する垂直・水平両偏波を考慮、した理論式の確立が必要である。図2.1 は

基地局アンテナから放射された送信信号が多重波伝搬路を通過して移動体アンテ

ナに到達する 1既念を図示したものである。 Pv および:'PH はそれぞれアンテナが

伝搬路内を移動する区間にわたる垂直・水平各偏波の平均到来波電力である。従っ

てその移動区間でのアンテナに到来する全平均到来波電力は PV+PH となる。伝

搬路内をランダムに移動する聞のアンテナの平均受信電力を Prec とし、その移動

コース上でのアンテナのMEG を Ge とすると、 Prec は到来波の全平均到来波電力

PV+PH に Ge を乗じて得られる電力である。ここに、ある伝搬環境内をランダ
ムに移動したときの平均は、その伝搬環境内全体での平均に等しいと仮定してい

る。従って、理想的な等方性アンテナに対するMEGは

p 
rec 

G = 一一一一一
e p__+p v . -H 

(2.1) 

と定義される。また、平均到来波電力比PVIPH は平均交差偏波電力比(Cross

polarization power ratio :以下XPR と略す)であり、 XPRを次式により定義する。

V

一

H

P

一
P

一
一

R
 

p
 

x
 

(2.2) 

XPRは、送信偏波が水平偏波のとき交差偏波結合度( Cross-polarization coupling : 

XPOL )( 35) ，(36) に一致し、送信偏波が垂直偏波のとき XPOLの逆数に等しい。

アンテナに到来する複数の波の位相が独立でかつ0-2π の聞に一様に分布する

と仮定するとき、多重波伝搬路内を移動するアンテナの平均受信電力 Prec は、平

-12-
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図2.2 移動体アンテナと球面座標系

Y 

均電力に関するスカラ量を用いて次式のように求められる(付録1)(6)。

P 
rec = f {日 (ωPe恥 (2.3) 

但し、 Q は移動体アンテナを座標原点とする球面座標系(図2.2) における座標点

(8 ， φ) を表し

1 ル[I: sn9d帥 (2.4) 

である o P1 は i8偏波の等方性アンテナで受信される平均受信電力であり、同様に

P2は iゃ偏波の等方性アンテナでの平均受信電力である。また、 G8(Q) ， Gφ(Q) はそ

れぞれアンテナの電力利得指向性の6成分，ならびに争成分を、 Pe(Q) ， Pφ(Q) はアン

テナへ入射する到来波のO成分ならびに争成分に対する角密度関数を表し、それぞ

れ次式を満足する。

-14-

f {Ge (Q) + Gφ(Q) }ル 4π (2.5) 

|九(Q) dQ = f Pφ(Q) dQ = 1 (2.6) 

図2.2において、移動体アンテナはXY平面内を移動するから、。成分(扇波 と や成

分偏波は、それぞれ多重伝搬路における垂直偏波成分と水平偏波成分とに対応す

る。従ってP1およびP2は、それぞれ垂直偏波等方性アンテナの平均受信電力およ
び水平偏波等方性アンテナの平均受信電力であり、 XPR はP1 / P2 なる比に等し

い。よって、式(2.3) により与えられるアンテナの平均受信電力 Prec およびXPR

の定義式を用いることにより、式(2.1) により定義される MEGの理論式は結局次式

のように書き改めることができる。

GJNSEGo(Q)Po(Q)+ 計百九(川叶 dQ (2.7) 

さて、垂直偏波のみ(XPR= ∞)が (85 仇)方向から到来する場合、これは垂直偏

波送信時における見通し伝搬路にアンテナが置かれた場合に相当し、式(2.6) を満

足する到来波の角密度関数は

8(O-os) ・ ö(中一φs)
(2.8) P e(8 ，中)= sin8 

および

Pφ(8 ，φ) = 0 (2.9) 

と表現される。ここに ö(x) はデルタ関数である。このとき:MEGは、式(2.7)-(2.9)

より次式となる。
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Ge = GO(OS ， φs ) (2.10) 

式(2.10)の結果は、到来波が(8s，争s)方向に集中して い る と き のMEG は (8 s ， φs)方 向

のアンテナの指向性利得(アンテナに損失が無い場合)に等し い ことを 意味するも

のである。すなわち、様々な伝搬環境において到来波の特性を統計的な分布関数

Pe ， Pφ として表現できれば、式(2.7) により与えられるMEGはそれぞれの伝搬環

境におけるアンテナの平均電力利得を与える。

2.2.2 アンテナダイパーシチの相関係数

2.2.1節と同様に、多重伝搬路内を走行する移動体アンテナを座標原点とする球

面座標系(図2.2) を考える。従来の文献(30) ， (31) ， (37) と同様に、移動体アンテナが多

重伝搬路内をランダムに走行すると仮定し、そのときアンテナに入射する到来波

電界の振l幅および位相が空間的に独立かつランダムに変化するものと仮定する。

また 8， φ 方向偏波間の相関もないものと仮定する。このとき、図2.3 に示す距離d

だけ離れた二つのアンテナの受信電圧に対する相関係数Peは、アンテナおよび到

来波電界の8，今方向成分を考慮するとき式(2.11) により与えられる(付録2)0

if {XPR .Ee1 (Q) Ee;(Q) 九(Q)

e - f {XPR. Ee 1 (Q) Ee: (Q) 九 (Q)+E<Þ l(叫戸)Pφ(Q) 1 dQ 

+Eφ1(Q)EJQ)Pφ(Q) 1 . e -jla dQ [2 
(2.11) 

* 
x f {XPR ω川;ω) 九(Q)+Ml)EJ(Q)Pゃ (Q)} dQ 

ここに、 Qは球面座標系における座標点(8，や)を表し、式(2.4)が成り立つ。また
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Antenna 1 

X 

Incident 
Wave 

Y 

図2.3 ダイパーシチアンテナと座標系

Pe(Q) , Pφ(Q) は到来波のO成分ならびにφ成分に対する角密度関数であり、式(2.6)

を満足する。 Een， Eφn はそれぞれアンテナ n (n=l , 2)の電界指向性の8， φ 成分(い

ずれも複素数)、 x は二つのアンテナにおける到来波の位相差、 h は波数である。

図2.3に示すように、ダイパーシチアンテナ系がYZ面内にあって各アンテナ素子

を結ぶ方向が鉛直方向より p だけ傾いているとき、 x= d(sin8sinやsin.ß+ cos8cos.(3) 

である。また、 XPRは式(2.2)で定義した平均交差偏波電力比(XPR) である。

式(2.11) はXPR及び8，ゃ成分の到来波分布の影響を考慮できるより一般的な理論

式であり、従来の報告では明確にされていなかったものである。アンテナの交

差偏波成分指向性を考慮した解析としてはR.G.Vaughan ら (33)の報告があるが、

XPR=OdBでかつ到来波角密度関数を 600壬 O 壬 900 で一定値とすることにより相

関係数をアンテナ間の相互放射抵抗に置き換えて論じているため、結果的に到来

波特性が相関に及ぼす影響が明らかとなっていない。式(2.11) は、二つのアンテ

ナの 8， φ成分の電界指向性がそれぞれ全く重ならない時にXPRや到来波角密度関

数に関わりなく相関係数 Pe が O となることを示している。
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2.3 陸上移動伝搬路における到来波モデル

前節で導出した理論式を用いてアンテナの:M:EG特性ならびにアンテナダイ

パーシチの相関特性を議論するには、到来波の8， φ成分の到来波角密度関数を与え

ることが必要となる。本節では、移動体アンテナの解析に適用する到来波角密度

関数について論じる。

2.3.1 到来波モデルの考察

一般に、陸上移動通信環境における多重波伝搬は、地形や建物等での反射・回折・

散乱等によって引き起こされる。これまでの報告によって、移動通信環境に静止

しているアンテナに入射する波の数は5-6であり、主な入射波はアンテナ周辺の

建物による反射波や回折波あるいは周囲物体による散乱波であることが知られて

いる (38) ， (39)。電波がアンテナに到来する直前に反射・回折・散乱される点を総称し

て擬似波源と呼ぶこととすると、 J疑似j皮j原はアンテナ周囲のピル等の壁面や稜線

上，地面や地上の物体(樹木，車両，他)上に広く散らばって存在し、その位置及び数

は周囲の都市構造によって変化すると考えられる。都市内の建物は、高さ，す法，

形および材質等においてなんらの規則性も無く、従って到来波の方向，数，強度，偏

波特性および位相等は都市構造とアンテナ位置に依存して変動する。そのような

環境内をアンテナがランダムに移動するとき、図2.4に示すように、アンテナか

ら観測される擬似波j原は極めて多数でかつアジマス方向に関して有る平均距離の

周りにランダムに分布すると考えることができる。即ち、アジマス方向に関し

ては、アンテナに到来する波は統計的には一様に分布するものと仮定する。この

仮定は散乱リング(40)モデルと呼ばれ、これまで提案された多くの統計モデル

(30) ,(31 )，(40)-{43)においても用いられている。

また、角密度関数PS ， Pφの仰角方向の広がりについては、市街地および郊外地

において実施されたいくつかの測定結果が参考になる。 Lee(44， p.158) は、到来波

-18-
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図2.4 散乱リングモデル

Average Position of 

/ Scattering Objects 

Mobile Antenna 

の仰角は 160 より幾分大きく 390 よりも小さいと報告している。 Yeh(6， p.149) は到来

波の仰角は 110以上390以下であると報告している。渡辺ら (45) は 6素子のコリニア

ダイポールアレイを用いた873MHz帯での実験により、到来波の仰角は00から 300

の範囲にあると報告している。池上と吉田(38) は、指向性利得12dB の 12素子八木ー

字国アンテナを用いて205MHz帯で到来波方向の測定を行い、到来波の仰角が00か

ら 500の範囲に広がっていると報告している。これらの測定結果は、“到来波は仰

角方向にかなり広く分散しており、その広がりは地域的な環境条件に依存する"こ

とを示している。従って、到来波の分布モデルは3次元的に拡張されるべきとい

える。 Aulin(40は、主偏波に限定したモデルであったが、仰角分布関数が矩形あ

るいは正弦関数とする 3次元的モデルを用いている。 Vaughan(42) は、角密度関数

Ps ， Pφを同ーな関数であるとし、仰角分布が00から 300の範囲で一様分布する矩形

モデルを提案している。しかしながら、何れのモデルも実際の到来波分布と直接

比較した検討はなされておらず、その妥当性については何らの検証もなされて

いない。

筆者は、到来波の仰角方向の広がりが、その擬似波j原 -f!pち，反射点・回折点お
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図2.6 到来波分布モデル

x x Scattering Objects 

ンテナまでの距離は周囲の建物の高さ分布およびアンテナまでの距離に依存し、

それぞれある平均値の周りに分散する独立な変量と考える(図2.4，図2.5(a)) 。

従って、擬似波j原はある平均仰角方向の周りに分布すると考えられる(図2.5(b))。

ランダムな移動によって極めて多数の擬似波j原が観測されるとすると、中央極限

定理によってこの仰角分布をガウス分布と仮定することができる。

以上の仮定に従い、本論文では図2.6に示すように角密度関数Pe ， Pφがそれぞ

れ仰角方向にガウス分布しアジマス方向に一様分布する統計モデルを適用する。

仰角が負の値の場合を含むのは、通常、移動体アンテナは大地面から上の位置で

用いられるためである。各偏波成分に対する到来波角密度関数は次式で表され

(b) 疑似波j原の仰角分布

図2.5 疑似波j原の分布

よび散乱点ーが高さに規則性の無い建物上に分布していることと対応するとの仮

定に基づき、角密度関数Pe ， P中の仰角分布について以下のように考察する。すな

わち、アンテナが環境内をランダムに移動するとき、擬似波源の高さおよびア

る。
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トトー(27v)i l (0 壬 O 壬 π) (2.12) 

! ドー(; -mH)r 1 
(0 三五 8 ~三 π) (2.13) 

ただし、 mv' mHはそれぞれ垂直，水平各偏波成分分布の平均仰角であり、。V， OH は

それぞれ垂直，水平各偏波成分分布の標準偏差である。またAe， Aやは比例定数であ

り式(2.6)により決定される。ここで添字V， Hを用いたのは、図2.2 に示す座標系

おいて移動体アンテナがXY平面内を移動するとき、到来波のO成分と φ成分はそ

れぞれ垂直偏波(V)成分と水平偏波(H)成分に対応づけて考えられるためである o

8=π/2-mv ， 8=π/2-mH における各偏波成分の平均電力強度がそれぞれPmV' 

PmH であるとすると、

P ..=P..A mV A 1 --9 

P mH =P2 ・ Aや

(2.14) 

(2.15) 

であるから、 XPRはPmV'PmHを用いて次式により求めることができる o

P.. P. P"  A v ~ 1 -mV φ 

XPR = ー=ー=一一一. -ｭ
P.. P~ P.. A H .. 2 ~ mH A-9 

即ち、 XPRは図2.6の関数の体積債分比として求められる。

ー 22-

(2.16) 

2.3.2 市街地における到来波分布i~lj定結果

(A) 実験方法の概要

解析モデルの妥当性・有効性を確認するため、東京都内中央区において900MHz

帯の電波を用いて到来波の統計分布を測定・評価する伝搬実験を実施した。図2. 7 に

実験場所の概要を示す。測定コースとしては人形町における 一区画を一周する

コースと兜町における一区画を 3/4周するコースを選定した。送信アンテナ とこ

れら測定コースは約1.2km離れており、また送信アンテナは垂直偏波全方向性ア

ンテナで、地上87mの位置に設置されている。測定コース上の全ての受信点 と送

信アンテナとは見通しではなく、送信点はこれら測定区画の対角線方向に位置し

ている。区画の大きさは人形町コースで50mX40m，兜町コースで 100rnX 50rn で

あり、測定車は人形町コースでは図中③点から③- (Ç)ー⑫を通過して③点まで移

動し、兜町コースでは図中③点から⑤-(Ç)を通過して⑬点まで移動した。人形町

コースの道路幅は区画の3辺で約8m， 1辺で約16mであり、道路両倶IJ の平均建物高

は8m道路で約15m， 16m道路で約20mであ った。 兜町コースの道路幅は区画の2辺

で約14m， 1辺で約6mであり、道路両側の平均建物高は14m道路で約25m， 6m道路

で約17mであった。

到来波の受信電力パタンを測定するアンテナとして、ダイポール素子を一次放

射器とする直径0.9mの放物面反射鏡アンテナを用いた。この一次放射器を回転さ

せることにより、反射鏡アンテナは垂直偏波受信あるいは水平偏波受信となる。

図2.8は垂直偏波に対する測定アンテナの放射パタンを示す。 電力半値幅および第

一サイドロープレベルはそれぞれ220および -9dB以下であった。 測定の容易さ

から上記の反射鏡アンテナを用いたが、 i~1j定精度を上げるためにはより鋭い指向

性アンテナを用いることが望まれる。 i~1j定は人形町コ ースでは5m間隔毎に設定

した 34地点で，兜町コースでは7m間隔毎に設定した30地点で実施した。各受信点

において、測定車上の反射鏡アンテナをー 100 ， OO(水平方向)， 200, 450の 4つの仰角

方向に向けてアジマス方向に3600回転させ、各仰角面毎の受信電力パタンを垂直・

-23 -



水平両偏波に対して測定した o 但し、 _100の仰角での測定値には i~1j定車の金属ボ

ディの影響が含まれる可能性があることを記すものである。

(a) Ningyo-cho route 

(a) 
、
.
，
，b

 

，
，E

、

図2.8 垂直偏波測定時の反射鏡アンテナの放射パタン
(a) 垂直面内パタン， (b) 水平面内パタン

(B) 実験結果と考察

(b) Kabuto-cho route 

受信電力ノf タンの代表的な測定結果を図2.9に示す。各円図パタンは人形町コー

スにおける①から⑧までの受信地点、において測定された垂直偏波の受信電力パタ

ンを示している。図中“forward"および“backward"は道路に沿った測定車の移動

方向を示す。受信電力は各受信地点、での最大受信電力により正規化しており、円

図の円周上で 1，中心でOに等しい。これら測定より、主要な波の数は各受信地点に

おいては5-6以上であること、測定地点間隔が5m程度であるにもかかわらず、

その入射電力および到来方向は地点毎に大きく変動することがわかる。こ の入射

波の受信電力パタンの特性は、従来の205MHzでの実i~IJ結果(38) と同様のものであ

る。人形町コースおよび兜町コースにおける垂直偏波および水平偏波に対する受

信電力パタンはいずれも図2. 7 と同様の結果が得られている。以上の結果から、

アンテナがランダムなコース上を移動する聞には極めて多くの入射波が観測され

図2. 7 i~IJ定コースの概略図

-24- -25 -



E圃圃・・ー・・圃圃・・圃・・ー圃・・・・・・・・・・・・・・・・・・園田・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・且-

ると考えることができ、入射波が無数にかつランダムなアジマス方向から到来

するというモデルの仮定が妥当なことが確かめられた。

全測定点での受信電力パタンを平均することにより、各測定仰角における測定

コースにわたる平均受信電力パタンが計算できる。図2.10は人形町コースにおけ

図2.11 は兜町コースまた、る垂直偏波および水平偏波の平均電力パタンを示す。

における垂直偏波および水平偏波の平均電力ノf タンである。実線は平均受信電力

パタンであり、破線はその平均受信電力パタンをさらに全アジマス角度にわたっ

て平均することにより求めた平均電力レベルである。実線のパタンはアジマス

この理由は、選定した測定コースがー方向に完全には一様でないことがわかる。

アンテナが伝搬路内をランダムに移動す区画道路を一周するだけのものであり、

るという仮定が完全に満足されていないためである。測定コースおよび受信点の

これら実線はより一様な分布に近づく選定がもっとランダムなものであれば、

アンテナの指向性がアジマス方向におけるこの一様性の欠如は、と期待される。

アジマス方向に全方向性でない場合にアンテナの方向性によるMEG変動を引き起

そのMEG変動の平均値は完全な一様分布の場合の平均値に近づくと考えこすが、

られる。従って、実線パタンの平均電力レベルを用いて到来波分布を評価するこ

また実験にMEG変動の平均値を評価するのに適切な統計的分布を与える。とは、

MEG解析で仮定してより得られた平均受信電力パタンの偏差は3dB程度であり、
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いるアジマス一様分布に対してそれほど大きな変動ではなし E。従って仰角方向に
∞
.
N図

おける入射波の平均電力分布はこれら平均電力レベルを用いて求めることができ

0 および・ はそれぞれ実験により求めた垂直・水図2.12において、る(図2.12)。

平偏波に対する平均電力レベルであり、実線はそれら平均電力レベルをガウス分

この図より、本研究布で最もよく近似したときのガウス分布関数を表している。

において提案したモデルは実際の到来波の統計的分布に対して優れた近似分布を

与えるものであることが確認された。

垂直偏波の仰角分布において、平均仰角mvは各測定コースとも約200であり、
-
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市街地での到来波仰角が00-390の範囲に存在するというこれまでの報告(6 ， p.149) , 。-
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-
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しかしながら、水平偏波の仰角分布の広がりは垂直偏

この理由としてほほ一様に近い分布となっている。

(44, p.158) に合致している。

波のものよりも大きく、
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図2.10 人形町コースにおける全測定地点にわたるアジマス方向
の平均電力ノ〈タン. (a) 垂直偏波成分， (b) 水平偏波成分

(8EL :測定ビームの仰角，一一測定ノf タン， ----平均レベル)

図2.11 兜町コースにおける全測定地点にわたるアジマス方向の
平均電力パタン. (a) 垂直偏波成分， (b) 水平偏波成分

(8EL :測定ビームの仰角，一一測定パタン， ----平均レベル)
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測定コー スの到来波分布ノ〈ラ メー タ

平均仰角 標準備差 平均仰角 標準偏差
平均交差偏j皮

測定 電力比

コー ス
mv 。V mn OII XPR 
(deg) (deg) (deg) (deg) (dB) 

ノ\形田T 5.1 
コース

19 20 32 64 

兜町 6.8 
コース

20 42 50 90 

表2.1
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-40 

高例J 角測定コースに沿った道路の|隔に比べて高い建物が多く存在するため、は、(a) 

方向における建物での回折や多重反射によって水平偏波成分が生起 さ れるためと

さらに様々な移動通信環境に対して行到来波の統計分布の研究は、考えられる。./ V-pol 
Plm= 17_8x 10 - 1 日 mW
mv = 200 , Ov = 420 

00  v-凶\. ~ measu削
・・ H-pol. J 

言 20
E 
。

。

ﾗ 

水平偏波の仰角高い建物が少ない郊外地等においては、うことが必要であるが、

提案モデルに対する分布パラ分布は低仰角範囲に集中することが予想される 。
。

15 

実測値と近似することにより求めた図2.12 のメータ m σ m および口口は、V' vv, ""H' ..-~ ~ ~H 

各測定コースに対する分布パラメータを実線の分布関数より得ることができる。

人形町コースにおいて受信された垂直・水平各偏波の最大平均電力表2.1 に示す。
H-pol 

/ 円hいm=2斗2 . 9山山…9似刊川×川川1叩10:\
mH=5Oゲ。， OH = 900 

これらの値レベルはそれぞれ3.9X 10- 10mW および 0.6X 10- 10mWであるから、

同XPR=5.1dBが得ェ られる。を式(2.16) に代入することにより XPRが評価でき、

。10 

』
ω
〉
〉
O

仏

C
2
2

5 

市街地における交差偏波結合兜町コースでのXPRは 6.8dBであった。様にして、
80 

O 

-40 XPOL= -4dB- ー 9dBであると報告さ れている。度(XPOL)の測定結果(36)では、
60 40 

Elevation Angle (deg) 

20 。-20 

この j.QIJ 定結XPRはXPOLの逆数に等しいから、送信偏波が垂直偏波である場合、

すなわ果は市街地における XPRが4dBから 9dBの間にあることを意味している。'
D
 

従来の測定結果からみて妥当今回の測定結果から評価したこれら XPR値は、

-31-

な値であると考えられる。

ち、

仰角方向に対する到来波の平均電力分布

(a) 人形町コース (b) 兜町コース
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2.4 結己

多重波伝搬路内における 3次元的到来波分布，交差偏波電力比(XPR) およびアンテ

ナ指向性の効果を考慮、した移動体アンテナの平均実効利得(MEG)の理論式ならび

にアンテナダイパーシチの相関係数の理論式を導出すると共に、アジマス方向に

一様分布，仰角方向にガウス分布する到来波分布モデルを導入して、多重波(云搬路

における移動体アンテナの特性解析を行う新たな理論的取扱い法を提案した。

更に、市街地において900MHz帯での到来波分布の測定を実施し、仰角方向の平

均到来波分布が垂直・水平両偏波に対してともにガウス分布でよく近似できるこ

とを実験的に検証し、本研究において提案した解析モデルの妥当性を確認した。

-32-

第3章半波長ダイポールアンテナの

平均実効利得(MEG) 特性

3.1 緒己

第2章では、陸上移動通信における多重波伝搬路内を移動するアンテナの平均実

効利得(MEG) を一般的に考慮、できる理論的解析手法を明らかにした。本章では、

この解析法を適用し、多重波伝搬路のXPR特性， flj来波の仰角方向への広がり，お

よび‘移動体アンテナの偏波特性等が移動体アンテナのMEG特性に及ぼす効果につ

いて理論的検討を行うものである。

検討対象として半波長ダイポールアンテナを取り上げ、そのMEG特性を詳細

に解析する。半波長ダイポールアンテナを検討対象とする理由は、このアンテナ

が陸上移動通信における伝搬特性測定用アンテナとして、また実際の陸上移動伝

搬路における移動体アンテナのMEGiRIJ定(RandomField Measurement :以下RFM

法(26) という)における基準アンテナとして日常的に利用されているアンテナであ

るにもかかわらず、そのMEG特性がこれまで全く検討されていなかったためで

ある。多重波伝搬路における伝搬特性測定用アンテナとしての実効特性並びに

RFM法における基準アンテナの実効特性についての検討は極めて重要であり、本

章では半波長ダイポールアンテナのMEG特性を理論的に明らかにすると共に、

市街地において実施した900MHz帯での実験により解析結果の妥当性を確認す

る。
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半波長ダイポールアンテナの電力利得指向性

Y 

6¥ 

L 

3.2.1 

ダ図に示すように、半波長ダイポールアンテナとその座標系を図3.1 に示す。
その給イポールアンテナはzx面内でZ軸から αだけ傾けられたL軸上に存在し、

Dipole 
Antenna 

アンテナ素子の径は波長に比して官三点、は座傍系の原点Oに位置するものとする。

アンテナ素子
、、 ，

、、 。

、

、 巴

、 t

、 '、 1

“ぐ' \ :、、、‘'L

また、その素子半径は無視できるものとする。充分細いと仮定し、

、
、

、

、

、

、

‘ 、

上の電流分布は以下のような正弦波分布であるとする。
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半波長ダイポールアンテナと座標系図3.1
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ただし、となる。

傾斜角が00， 300 ， 600 ， 900 の場合の半波長ダイポールアンテナの
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電力利得指向性

図3.2
(3.5) ~ = sin8 ∞sφsina +∞58 ∞m 
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。

であり、アンテナの整合損失や導体損等は無視できるものとしている o 係数

1.641 は半波長ダイポールアンテナの指向性利得に対応する値である。

半波長ダイポールアンテナの傾き角Gがそれぞれ00， 300 , 600 , 900のとき の立体

的な電力利得指向性を図3.2 に示す o 傾き角αが00のときこのアンテナは垂直偏波

成分のみに感度を有するが、 00以外の角度では垂直・水平両偏波に感度を有するこ

とがわかる。特に、水平方向に設置した場合(aが900のとき)に、水平偏波のみに

感度を有するアンテナでないことに注意すべきである。なぜなら、このアンテ

ナは移動通信環境における交差偏波測定において、水平偏波測定用アンテナとし

て用いられるためである。
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3.2.2 垂直設置時のMEG特性

ー 12

-10 -5 。 5 10 

XPR (dB) 

傾斜角がα=00の場合、図3.2 に示すように水平偏波に対する電力利得指向性Gφ

は存在しないから、 MEGは式(2.6)の第1項O成分の積分のみとなる。更に、到来

波が垂直偏波のみ(XPR=∞)の場合には、式(2.6)第1項の積分に乗じられる係数

XPR 1(1+XPR)が1 となり、 MEGはXPRに依存しない。 しかし到来波が垂直・水

平両偏波成分をもっ場合には、 MEGはXPRに依存してXPR1(1 + XPR)倍だけ劣

化したものとなる。このXPRによる利得劣化は図3.3の実線に示すものとなる。

従って垂直設置ダイポールアンテナのMEG特性は、 XPR=∞の場合のMEG特性

を考察すれば十分である。したがって以下では、 XPR=∞の場合について考察

図3.3 平均交差偏波電力比(XPR)による平均実効利得の劣化

4 

てロココ

E二 2 

LO D 

G>J 

町、 v=o'

垂直設置ダイポールアンテナのMEGの垂直偏波到来波の標準偏差。v~こ対する依

存性を図3.4 に示す。 σv=ooのとき、 MEGは電波の到来方向に対応する指向性利

得に等しいo mV=Oo ， σv=ooの場合、すなわち水平面内にのみ電波が集中して 到

来する場合には、 MEGはダイポールアンテナの指向性利得(2.15dBi) に等しい o

これは電波の到来方向が最大利得の方向に一致するためである。また、到来波分

布の標準偏差が大きくなるほど、 MEGは等方性アンテナの利得(OdBi) に近づく o

av=∞すなわち到来波分布が完全に全方向一様な場合には、 Ge=1 となり等方性

アンテナの利得に等しくなる。到来波が平均仰角mvのアジマス面内に集中して

ハ
〉

U
ω
ヒ
凶
に
O
ω
三

/ 
/ 

する。

30・

40' 

。
つ
」 30 60 90 

Stondord Deviotionσ'v (deg) 

図3.4 垂直偏波環境下における垂直設置半波長ダイポール

アンテナのMEG特性 (XPR= ∞)
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平均MEGは平均仰角mvがmv=OOから次第に増加するほど、いる場合(Ov=OO) 、

O 
XPR =-50dB 

標準偏差。vの増加に伴って仰角 mvにおける電力利得に比例して減少するが、

2

4

6

8

 

一
一
白
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口
。
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一
←
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ω

ヒ
凶
c
o
。
三

MEGは再び等方性アンテナの利得(OdBi)に近づく。

上記結果は、移動通信の伝搬路においてダイポールアンテナを用いる各種測定

一般の陸上移動通すなわち、の信頼性に対して重要な示唆を与えるものである。

到来波は垂直方向にある程度広がりをもった分布である (6 ， p.149) , 信環境では、

図3.4の結果から垂直に置かれた(38) ,(44 , p.158) ， (45) ことカfわかっている。 f足って、

ダイポールアンテナの平均実効利得は2.15dBi なる指向性利得よりも小さくなる

その上さらにXPRが小さい環境下では図3.3の実線に示した利得ことがわかる。

ダイポールアンテナの利得は指向性利得よりも相当低下する劣化が加わるため、

RFM法による実効利得の測定には、垂直に設置した半と考えなければならない。

90 60 30 
-10 

0 

基準アン

テナの実効利得そのものが伝搬環境の到来波分布及びXPRに依存して変動・低下す

波長ダイポールアンテナを基準アンテナとして用いることが多いが、

Dev i ati onσv， σH (deg) Standard 
ることに充分な配慮が必要となろう。

水平設置半波長ダイポールアンテナのMEG特性

(mv= mH=Oo, oV=oH ) 

図3.5
XPRがl(OdB) に等しく、垂直・水平両偏波が全方向から均一に到来する一方、

ような環境下においては、全てのアンテナのMEGはアンテナの損失が無い場合

これは式(2-4) ， (2-5) , (2-6) から導くことができる。には1/2 (-3dBi )に等しし、。

RFM1.去を用いてアンテナの能率測定従ってこのような伝搬環境を実現できれば、

水平設この場合、Ge(π/2 ， φ)=0 より水平偏波指向性のみがMEGに寄与する。は、この種のアンテナ能率測定法の検討(46) がなされているが可能となる。近年、

ダイポールアンテナの t旨向性利得置時のダイポールアンテナのMEG は、が、本解析結果により実現すべき測定環境の特性が明らかとなった。
弓静

電，この利得劣化は、(2.15dBi) よりも 3.5dBだけ{民下した利得( -1.35dBi) となる。

波到来方向に対して水平偏波指向性が全方向性となっていないことによるもので水平設置時のMEG特性3.2.3 

あり、指向性に依存した利得低下である。水平設置ダイポールアンテナの場合に

は、次式のように計算される。α=900 としてダイポールアンテナを水平に設置する場図3.2 に示すように、
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アンテナは水平偏波のみならず垂直偏波に対しても放射指向性を有してい

この垂直偏波に対する放射指向性を持つことが水平設置時のダイポールアン

三〉、
仁3 、

る。

テナのMEG特性に大きな特徴を与える。
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理解を容易にするため

m. ,= m.-.=Ooσ=σ としている 0. ， =σ 一 00 (水平面ド到来波が集中)の場合にV':_ TrLH-V , uV-uH C_ v ..... .. . '01 0 vV-uHー』
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ここでは、MEG特性の計算例を図3.5 に示す。



図3.3の破線に示すように、 XPRが大きくなるに従い、 MEGは係数1I( 1 +XPR ) 

に比例してさらに劣化する o 図3.5 において、 XPR= -50dB (XPR =0)に対する

実線は到来波がほとんど水平偏波のみとなる特殊ケースに対する MEG特性を表し

ている o すなわちこの実線はまた水平設置ダイポールアンテナの水平偏波電力利

得指向性のみに依存するMEG特性を表している。 Pゃ =1/4π のとき、すなわち水

平偏波到来波が全方向から一様に到来する場合、水平(扇波電力利得指向性による

MEGは O.76( -1.2dBi)であることが計算される。従って、 Oy ， σH が大きくなる

程MEGは-1.2dBiの利得に近づくことがわかる。水平設置時のダイポールアン

テナが垂直偏波に対する電力利得指向性をもたなければ、各XPR値に対するMEG

特性は図3.5の破線で示される特性となるはずである。しかしながら、垂直偏波

に対する電力利得指向性をもつが故に、破線で示した:MEG値に更に垂直偏波によ

る MEGが加わる。図3.5 においてシェードをかけた部分がこの垂直偏波指向性に

よる効果であり、垂直偏波が支配的な(XPRが大きい)環境あるいは垂直偏波分布

の標準偏差。vが大きい環境ほど、この効果が大きいo

水平設置ダイポールアンテナのMEGについての第二の興味ある特性は、平均

仰角my ， mII に対する利得変動である o 図3.6 は水平偏波電力利得指向性による

:MEG の m[J に対する変動特性を示したものである oσvニ OH=OOの場合をみる

と、平均仰角mvが00 よりも増加するほど、 MEGは-1.35dBiから徐々に上昇し、

天頂方向での水平ダイポールの指向性利得に近づいてゆく。 8=00 方向の8 ， φ成分

の電力利得指向性は振幅が等しく位相が900異なるだけであるから、水平{扇波放射

パタンの指向性利得は 1.641/2 (ー 0.85dBi) に等しい。このことは、水平偏波放射

パタンによる:MEG変動が0.5dB以下と比較的小さいことを示している。ところ

が、図3.7に示すように、垂直偏波放射パタンによる MEG変動は決して小さくは

ない o 図3.7 において、破線は my=OOのときのMEG特性を示しており、実線は

mv=200の場合の特性である。到来波が水平方向に集中する場合には、 XY面内に

おいてGe=OであるためMEGには垂直偏波による寄与はない。しかし、到来波

が仰角方向に変位した場合はGe学 O となり MEGには垂直偏波による寄与が加わ

る。この垂直偏波の寄与は、 XPRに比例して増加する。また垂直偏波に対する標

準偏差Oyが大きくなるに従ってMEGは図3. 7の実線により示される垂直偏波指向
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図3.6 水平偏波到来仰角変動に対する水平設置

半波長ダイポールアンテナの利得変動
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図3.7 垂直偏波到来仰角変動に対する水平設置
半波長ダイポールアンテナの利得変動
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垂直偏波の水平設置したダイポールアンテナの:MEG は、以上の考察により、

ス
d

c
一
。
。

このような特

性は水平設置したダイポールアンテナを用いてXPRを測定するような場合に充分
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放射パタンに強く影響された特性となることが明らかとなった。

考慮、されなければならない。

アンテナ傾斜時の:MEG特性 -6dB 

-9dB 
Q
J
 

ω
E
 

3.2.4 

円111 =π~=o・

(Jv= σH=30・

前節までに半波長ダイポールアンテナの傾斜角をa=OOから増加させるとき、

90 60 30 。

ー 12:MEGは垂直設置ダイポールの:MEGから水平設置ダイポールの述べたように、

Inclination Angleα(degl 
しかしながら、傾斜時のMEG特性について考察すること:MEGにまで変化する。

半波長ダイポールアンテナの傾斜角に対する

MEG特性 (my=mH =00， Oy=OH=300 )
図3.8

図3.8 に XPRをパラメータとして計算によりいくつかの重要な結果が得られる。

した代表的な:MEG特性を示す。

XPRに依らず:MEGが一定(-3dBi)となる特別な傾斜角が存在することがまず、

図3.9 は半波長ダイ図中A点で示されている。この傾斜角は550であり、わかる。

100%ごい =4πポールアンテナの傾斜角に対する各偏波成分指向性の放射電力の全空間積分値を

的Ge(n) dn 
550の傾斜角はダイポールアンテナの最大値で規格化して示した特性であるが、

0.76 
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O
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到来波分布パラ

メータ (XPR ， my , mH , Oy, oH) に対するA点でのMEG変動は0.2dB以下である o

この特性を利用すれば、

垂直・水平各偏波成分の放射電力が等しい場合に相当している。

0.6 垂直・水平両偏波の到来波電力和 PV+PH を測定するこ

， α 

y 
c 
• .2 0.4 
ro 
てコ
何

庄

ダイポールアンテナを 550傾けて測定した平均受信電力すなわち、とカfできる。

を 2倍した値が、測定環境における平均到来波電力和 PV+PH に等しし )0 従って、

京、チ G中 (n)dn0.2 
伝搬条件に強く影響される垂直設置ダイポールアンテナの平均受信電力レベルを

上記受信レベルを:MEG測定の基準信号レベ基準レベルとして用いるかわりに、

90 60 30 
。

。ルとして利用できる。

Inclination Angleα(deg) アンテナの傾斜角図3.8に示すようにXPR= -2dBでの:MEG特性は、第二に、

半波長ダイポールアンテナ傾斜時の

に無関係にMEGが一定(ー 3dBi) となる到来波パラメータが存在することを表して

垂直・水平偏波成分の放射電力比
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図3.9いる。図3.10は半波長ダイポールアンテナの場合についてMEGを一定とする到

図3.10 において、標準偏差。V'来波分布パラメータの一例を示したものである。
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3.3 実験結果

5 3.3.1 実験の概要

g: 0 
x 

。 ν== OH 

30 60 90 

解析結果の妥当性を確認するため、東京都内中央区におい て 900MHz帯の電波を

用いたMEG特性測定実験を実施した。実験は第2章におい て到来波分布の測定を

行った同一の場所で実施した o 実験場所の概要は図2. 7 に示すものであ り、測定

コースとしては人形町における一区画を一周するコースと兜町における一区画 を

3/4周するコースである。到来波分布測定を行った測定地点を全て経由するこれら

二つの走行コースにおいて、半波長ダイポールアンテナでの受信信号レベル測定

を行った。アンテナは測定車の屋根に取付け、アンテナ高は地上から 3.1m とし

た。このアンテナ高は到来波分布測定における測定アンテナ高と同ーで ある。ま

た本測定においては、アンテナ指向性の方位の違いによる受信電力の変動を評価

するため、ダイポールアンテナの傾斜方位が測定車の進行方向に対して 00 ， 90
0
, 

+ 45 0 , _450 の4方向の場合についてダイポールアンテナを鉛直方向から傾け

た。ダイポールの傾斜角αは 00 ， 150, 300, 450, 550, 600, 750および900 とした。受信

信号レベルは測定コースに沿って約20-30kmJhの速度で移動しながら測定したo

受信信号レベルは移動距離約1cm間隔毎にA-D変換器によりサンプリングし、測

定コースにわたる全データを平均することにより平均受信信号レベルを計算機に

より求めた。

mv= mH=40。
(
∞
℃
)
 

30。
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。

。
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0 

Standard Deviation Ov, 0 H (deg) 

図3.10 アンテナの方向性によらず半波長ダイポールアンテナの
:MEGを一定とする到来波分布パラメータ

。H が無限大となるケースは垂直・水平両偏波が全方向から一様に到来する特異な

伝搬環境の場合を示すものであるが、このようなケース以外にも、アンテナの

方向(傾き)に無関係に:rvIEGが一定となる伝搬パラメータがいくつも存在すること

がわかる。言い換えれば、アンテナのパタン変動あるいは偏波特性変動に無関係

にアンテナの平均受信信号レベルを一定とする人工的な伝搬環境の実現性を示唆

している。そのような環境は、 XPRに対しては送信アンテナの偏波を、標準偏差

に対しては送信アンテナのビーム幅を操作することによって実現できるものと

期待される。

3.3.2 MEG測定結果と理論値との比較

3.2.4節に述べた理論的考察によれば、:MEG測定における基準信号レベルは鉛

直方向から 550傾斜した半波長ダイポールアンテナの平均受信電力レベルを測定す

ることにより評価できる。表3.1 に 550傾斜した半波長ダイポールアンテナの平均

受信信号レベルの測定結果と :MEG測定用基準信号レベルを示す。平均受信信号レ

ベルは、 A-D変換器によりサンプリングされた全測定値を測定コースにわたって

平均することにより得られる。これらの値の変動はアンテナパタンと測定コー
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表3.1 550傾斜のダイ ポールアンテナの平均受信信号レベルと

MEG1~IJ定用基準信号レ ベ ル

進行方向 平均
平均 "Pv 十 PH"

に対する
受信信号

受信信号 に対する

ア ン テナ レ ベルの 基準信号

傾斜面の
レ ベル 平均値 レ ベ ル

方位角
(dBpV) 

(dBドV) (dBドV)

。。 35.0 

人形町 900 34.6 
35.0 38.0 

コ ー ス +450 35.3 

_450 35.3 

00 33.5 

兜町 900 35.2 
33.5 36.5 

コース +450 32.4 

_450 32.2 

スにおける到来波分布のアジマス方向における一様性の欠如との相互影響によっ

て生じたものである。その影響を除いた平均受信信号レベルを求めるためには、

様々なアンテナ方位に対して測定された平均受信信号レベルの平均値を 550傾斜し

た半波長ダイポールアンテナの最終的な平均受信電力レベルとして用いればよい

(付録3)0 本実験では、異なる 4方位に対して測定された平均受信信号レベルの平

均値をその平均レベルとして採用し、人形町コースでは35.0dBllV、兜町コース

では33.5dBllV と求められた。 550傾斜した半波長ダイポールアンテナの

MEGは -3dBiであるから、基準信号レベルは最終的に求めた平均受信電力レベル

に 3dB を加えて得られる。従って、各測定コースでの基準信号レベルはそれぞれ

人形町コースで38.0dBl1V、兜町コースで36.5dBl1V と評価される。これらの基準

信号レベルによって正規化された値がアンテナのh四Gを表す。
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図3.11 半波長ダイポールアンテナ傾斜時のMEG特性の

理論値と実測値との比較

(a) 人形町コース， (b) 兜町コ ー ス

図3.11 に正規化した測定値および半波長ダイポールアンテナに対する:MEGの

理論曲線を示す。実線は実験的に求めた表3.1のパラメータを用いて計算した理論

値であり、 O ， X ，ム，口はそれぞれアンテナ方位が00， 900 , + 450 および _450に対

する測定結果である。・は各アンテナ傾斜角における測定値の平均値を示してい

る。垂直に設置された半波長ダイポールアンテナはアジマス方向に対して全方向

性パタンを有するから、到来波分布のアジマス方向の非一様性による影響を受け

ない。従って、傾斜角が00のときのMEG測定値の変動は測定誤差を表している。

測定誤差は人形町コースにおいて約1dB，兜町コースにおいて約2dBである。これ

ら誤差は測定時の環境条件の変動一例えば他の自動車の動きーによるもので、
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MEG1nlJ定において通常観測される程度の誤差である。しかし、傾斜角が900の場

合のMEGの ìllJ定値変動は傾斜角が00の場合に比して大きいことがわかる。図3.2
に示したように、ダイポールアンテナが水平に設置されたときアジマスパタン

に最も顕著な方向性が現れるから、このMEG変動の増加は、アンテナパタンと

到来波分布のアジマス方向における一様性の欠如との相互影響によって引き起こ

されたものと考えられる。事実、このMEG変動は、水平偏波の到来波分布に比較

的大きい非一様性が認められる兜町コースにおいてより顕著である。最も重要な

結果は、理論値が1dB以下の誤差で実測値の平均値とよく一致することである。

このことは、本MEG解析が、到来波分布がアジマス方向に完全に一様とみなせ

る程ランダムに移動したときの移動体アンテナのMEG を評価するばかりでな

く、アジマス方向の一様性が不完全な到来波分布をもっ伝搬環境内で使用された

指向性アンテナのMEG変動の平均値をも評価することを示すものである(付録

3)(47)。更に、これら実験結果は提案した統計モデルの妥当性およびMEGの理論

式の妥当性を示すものであり、従って本論文で提案するMEG解析手法が多重波伝

搬環境内での移動体アンテナの平均実効利得の評価に極めて有効であると結論で

きる。

3.4 結

第2章において導出した多重波伝搬路内における移動体アンテナのMEG解析法

を適用し、移動通信における伝搬特性測定用アンテナあるいは実伝搬路でのMEG

測定法(RFM法)の基準アンテナとしてよく用いられる半波長ダイポールアンテナ

の多重波伝搬路内でのMEG特性の理論解析を行った。その結果、以下の結果を得

た。

(1) 垂直設置時の利得は、到来波の仰角方向への広がりが大きいほど等方性アンテ

ナの利得に近づき、またXPRに依存して変動する。従って、 RFM法の基準ア

ンテナとしては適当でない。
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(2) 水平設置時の利得は、 XPRがOでないときあるいは到来波が仰角方向に広がり

をもっとき、垂直偏波成分による利得上昇効果に影響される。この効果は

XPRが大きいほど、また到来波の仰角方向の広がりが大きいほど、顕著であ

る。従って、伝搬路の水平偏波特性測定用アンテナとして用いる場合には注意

が必要である。

(3) 垂直方向からの傾斜角が約550のとき、アンテナの垂直・水平偏波成分の放射電

力が等しくなり、このとき利得は到来波特性に無関係にー3dBi となる。この

特性を利用すれば、到来波電力の測定が可能であり、従ってRFM法における

基準正規化レベルの測定に有効である。

(4) アンテナの傾斜角に対して利得が一定となる到来波ノ f ラメータが存在する o

この特性を利用すれば、アンテナの方向性に無関係に受信信号レベルが一定と

なる携帯無線システム等の構築が期待される。

更に、 900MHz帯のcw波を用いた市街地伝搬実験を実施し、半波長ダイポール

アンテナを鉛直方向から傾斜させた場合のMEG特性の測定結果と理論値との比較

を行った。その結果、理論値が実測値と良く一致することを明らかにし、第2章

で提案したMEG解析手法の妥当性・有効性を確認、した。
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第4章 平均交差偏波電力比(XPR)測定法

4.1 緒己

一般に，到来電波の送信偏波成分の電界強度とその直交偏波成分の電界強度との

比は、到来波の偏波比(polarization ratio) と呼ばれている。移動通信環境のよう

な多重波伝搬路では、この偏波比や振幅および位相の異なる複数の波が3次元的に

異なる方向から受信点に入射する。このとき、多重波伝搬路内の一つの受信点に

おける交差偏波比とは、送信偏波成分に対して理想的な複素等方性アンテナ(送信

偏波成分のみを有し、その振Ipi，位相がすべての方向に対して一様)を受信点に置

いたときの受信電力と、その直交偏波に対する理想的な複素等方性アンテナでの

受信電力との比と考えることができる。ところが、受信点が移動すると、それま

でとは異なる到来波条件に移行するため、この交差偏波比もまた受信点の移動に

伴って変動する。都市内伝搬環境は統計的にはほとんどランダムメディアとみな

せることから、この変動もまたランダムな変動となることが理解できょう。こ

のようなランダム変量を取り扱う方法としては統計的手法が有効であり、多重波

伝搬路内の偏波特性を定量化する場合にも、ある移動区間にわたる交差偏波比の

平均値(平均交差偏波比)を求める方法が従来より用いられてきている (35) ，(36)μ8) ，

(49)。

本研究では、移動体アンテナの多重波内での平均実効利得およびアンテナダイ

ノてーシチの相関特性等を議論するにあたり、移動通信環境における交差偏波特性

を表す一指標として平均交差偏波電力比(XPR) を第2章において定義・導入した。 こ

こでいう平均とは、移動体アンテナが移動したときの全受信点にわたる移動平均

-51-



である o XPR と平均交差偏波比との相違点は、平均交差偏波比が送信偏波に対す

る平均電力とその直交偏波に対する平均電力との比で表されるのに対し、 XPRが

送信偏波によらずV成分と H成分の平均電力の比で定義される点にある。すなわ

ち、送信偏波がV偏波の場合にはXPRは平均交差偏波比と逆数の関係にあり、送信

偏波がH偏波の場合にはXPRは平均交差偏波比に等しいo 従って、 XPR を i~IJ定す

る方法は、原則的に平均交差偏波比の測定法と同ーの手法が適用できる。平均交差

偏波比の測定法としては、垂直および水平に設置した半波長ダイポールアンテナ

を用いる方法、垂直設置の半波長ダイポールアンテナとターンスタイルアンテ

ナを用いる方法、垂直設置の半波長ダイポールアンテナとループアンテナを用い

る方法等がある。

しかしながら、これらの現実に利用し得るアンテナは垂直・水平各偏波に対し

て等方性ではないため、実環境におけるXPR測定結果には i~IJ定アンテナの特性(指

向性)に起因する測定誤差が生ずることとなる。 XPR測定に垂直および水平設置し

た半波長ダイポールアンテナを用いる場合に、この誤差が顕著になるであろう

ことは第3章における半波長ダイポールアンテナのMEG特性の解析結果において

指摘した。従って、測定法に固有のXPR測定誤差について検討しておくことが重

要であるが、この測定誤差の問題についてはこれまで全く検討がなされていな

かった。

そこで本章では、従来から用いられている測定アンテナあるいは方法による

XPRの測定誤差特性について理論的検討-を行い、従来法の欠点を明らかにする。

次に従来法の欠点を除去して測定値の信頼度をより向上せしめる測定方法につい

て新たな提案を行ない、その測定確度を理論的に明らかにする。また、提案する

測定法に適用するアンテナの実現法についても考察する。

4.2 XPR測定誤差の理論式

各種XPR測定法の測定誤差を評価するにあたり、本節ではその理論式について

述べるとともに、 XPR測定用アンテナに要求される特性について考察する。
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XPR は第2章において定義され、 V偏波成分に対する複素等方性アンテナの平

均受信電力をPv とし、 H偏波成分に対する複素等方性アンテナの平均受信電力を
PH とするとき、これら二つの平均受信電力比 PyIP]{ として式(2.2)で与えられて

いる。さて、 V偏波測定用アンテナの電力利得指向性を Ge(V)(Q) ， G<þ(Y)(Q) とし、 H

偏波測定用アンテナの電力利得指向性を Ge(H)(Q) ， G中川)(Q) とする。またこれらア

ンテナで測定される平均受信電力をそれぞれPreefVj ， Preefffj とすれば、 XPR測定値

(XPRmeωJ は式(2.2) ， (2.3) を用いて式(4.1) で表される。

P (V) 
rec 

XPR 
T1U!os. H

c

 

，
E

、
，

L
V

V
-

P
 

=XPR. 

トPe(Q)G~V) (0.)+ ιPA(Q)Gf)(Q)}dQ 
XPR φ 

いPR .Pe(Q)中
(4.1) 

式(4.1) はXPRmeas . を一般的に表現したものであり、その測定誤差はXPRmeω/

XPR 比により与えられる。式(4.1)から明かなように、式(4.1)右辺の分数項が1 と

なるようなアンテナ系を用いることが理想的である。測定用アンテナがV， H各偏

波に対して理想的な等方性アンテナ(電力利得指向性がGe(VJ(Q)= 1, G<�(V)(Q) = 0 お

よびGe(H)(Q)= 0, G<�(H)(Q) = 1)である場合、測定誤差は式(2.6) ， (4.1) により式(4.2)

のように求まり、 4.1節で述べたようにXPRが正確に i~IJ定できることが導かれ

る。

(4.2) 

しかしながら、そのような理想的なアンテナは実現できないため、実際の測定

アンテナでの測定誤差は到来波角密度関数Pe(Q) ， Pφ(Q) およびXPRに依存して変

動するものとなる。従って次善の対処方法としてはXPRmeas/ XPR 比がPs(Q) ，
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Pφ(Q) およびXPRによらず一定値に近づ く アンテナ系を用 い ることが望まし い

と言える 。

Z Z 

4.3 各種XPR測定法の誤差特性の解析 。

前節に示した理論式を用いてXPRの測定誤差を評価する場合、 V， H 各偏波に対

する到来波角密度関数を与えることが必要となる。本章においても、第2章にお

いて導入したアジマス方向に一様分布し仰角方向にガウス分布する統計モデル(式

(2.12) , (2.13) )を適用して解析を行う。

一方、従来用いられているXPRの測定方法としては、クロスダイポールアン

テナを用いる方法(以下、 Xダイポール法という )(35) ， (48)、ダイポールアンテナと

ターンスタイルアンテナを用いる方法(49)、ダイポールアンテナとループアンテ

ナを用いる方法(36)等が代表的な従来法として挙げられる。本節では、これら従

来法を用いた XPRißIJ定誤差について考察する。

!¥Y X X 

(a) 
、
‘
.
，
，

-D 
''t-

図4.1 半波長ダイポールアンテナと座標系
(a) 垂直偏波iß.IJ 定用， (b) 水平偏波測定用

4.3.1 Xダイポール法
Gf=0  

(4.4) 

X ダイポール法では、 V， H各偏波成分をそれぞれ垂直・水平方向に置いた半波長

ダイポールアンテナにより測定する(図4.1)0 図4.1 に示す座標系において、半波

長ダイポールアンテナの損失が無視できるものとし、アンテナ上の電流分布が

1 = Iocoskl (k = 2π/λ，ーν4 ;玉 l壬 λ/4)で与えられるものとすると、各ダイポールア

ンテナの電力利得指向性は式(4.3)-(4.6)で表される。

(水平ダイポールアンテナ) : 

_ coS2(πと 12)
GJH)=1 凶∞ぬ∞内x
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この誤差は水平ダイポールの水実際のXPR より 3.5dB高く評価するこ ととなる。

平偏波指向性が8の字指向性であることによるもので、式(4.6) で8=π/2 を代入し水平ダイポールは式(4.5) の Gs成分をり垂直ダイポールはGφ成分をもたないが、

た関数を水平面内で積分することにより、式(4.8)のように計算できる。X ダイポール法の i~IJ定誤差は式(4.7)で表されるもの となる。式(4.7)有するため、

である。係数1.641 は半波長ダイポールアンテナの指向性利得を示す。式(4.4)よ

(4.8) 
1 r 加邸2(i ∞吟)
I ~~ dφ=0 .4 5 (ー 3.5dB)

2πJ 0 sin .lφ 

X ダイポール法の測定確度が到来波分布特性に対する依存性のみなら ず ?~IJ 定

しようとする XPRそのものにも依存して変動することを示している。

は、

il1lJ定値からこの特性を逆に利用し、到来波が水平面内に集中している環境では、
(4.7) XPR 

meos. 

m ーいPR 九(Q)GjH)(Q)叩げ(印}dQ

い。(Q)G~町 (Q) dQ 

3.5dB低い値をXPRと評価することによって正しい il1lJ定・評価が可能である。
上記と同

様の補正を行って多重波環境での交差偏波結合度(Cross polarization coupling ; 

D.C.Cox らは、到来波が水平面内に集中しているとの仮定のもとに、

図4.2に到来波の平均仰角が水平方向に一致する場合の測定誤差特性の計算例を XPOLは送信偏波成分に対する交差偏波成分比で定義さXPOL) を測定した(35) 。
誤差は3.5dB となり、示す。到来波が水平面内に集中(OV=OH=O)する場合には、 Lは送信偏波がH偏波のとき XPOれ、伝搬路の交差偏波成分生起量を表している。

XPRに等しく、送信偏波がV偏波の場合にはXPOLの逆数がXPRに等しくなる o
ここではそれを受信仰jD.C.Cox らは測定用アンテナを送信側に用いているが、

Hf扇波成分に用いた説明を行う。 D.C.Cox らの方法(以下、 Cox 法という)では、
まず送信点方向にアン

テナ指向性を向けた場合(broadside il1 lJ定)と送信点方向にアンテナ指向性のヌル点
それらを相加平均しを向けた場合(end-onil1 IJ定)の平均受信電力を測定し(図4.3) 、

これに 3dB を加えることにより 8のたものを水平ダイポールでの測定値とする。
水平ダイポール字指向性による平均受信電力の低下を補正する。 3dB なる値は、

の水平面内電力利得指向性を sin2φ と考えていることによるもので、式(4.8)の被積
分関数を sin2やとすることにより求められる o 補正値を 3dB とした場合の誤差ゼ

4 

測定アンテナの8の字指向性による影響を低減するため、

2 

。

(
∞
刀
)区
止
X
\.

凶
の
ω
E
t
ι× -2 

。V=OJ{

ロレベルは図4.2の一点破線のレベルとなり、結果的に到来波分布の傑準偏差が
90 60 30 

-4 
0 Cox ちの論しかし、100以内であれば0.5dB以下の誤差で測定できることとなる。

Standard Deviation OV, o I1 (deg) 
文に「到来波が水平面内に集中しているという仮定が成り 立たない伝搬路では、

と明記されているように、到来波分この方法ではXPOLを正しく測定できない」
』

、ー，

~iJ 

布の標準偏差が100以上の環境ではXPRil1lJ定誤差が大きくなることがわかる。

のとき測定誤差は測定しようとする XPRそのものに依存して変動するから、
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X ダイポール法の測定誤差

(mv=mH=OO, OV=OJ-[ の場合)
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(b) End-on measurement 

図4.4 X ダイポール法の測定誤差(mv， mH>Oo, 

図4.3 Cox 法における水平偏波レベルの測定 I ov 学 OlI の場合)

来波が水平面内に集中していることが既知の環境でなければ本測定法による測定

値がどの程度正しいかが判別不能である。

市街地を含む一般の伝搬環境では、更に各偏波の平均到来仰j角および到来波分布

の標準偏差が異なることが予想され、第2章において示した東京都内での実視IJ

データからもそのことが明らかとなっている。このような環境では、測定誤差

は図4.4に示すように変動し、 Cox法でも正しい測定ができないことがわかる。

測定値に含まれる測定誤差を補正するには、更に伝搬路の到来波分布を評価する

ことが必要となる。従って、 X ダイポール法による測定では、到来波が水平面内

に集中している(到来波分布の標準偏差が100以内)と想定される伝搬路(郊外地など)

に限定すれば、 Cox 法での補正により +0.5dB程度の誤差で測定が可能である

が、それ以外の市街地等ではXPRを正しく測定することが難しく、その測定デー

タの取扱いには注意、が必要である。

4.3.2 ターンスタイル法

ターンスタイル法(49) は、 X ダイポール法における水平偏波成分の測定にター

ンスタイルアンテナを用いるものであり、水平面内8の字指向性の影響を軽減で

きる方法である o ターンスタイルアンテナの座標系を図4.5 に示す。アンテナ素
子および900位相器の損失を無視し、アンテナ上の電流分布が 1= Iocoskl (k = 2π/λ， 

ー λ/4< l~玉 λ14)で与えられるものとすると、ターンスタイルアンテナの電力不IJ得

指向性は次式で表される。

1.641 n r n ∞S2(πυ2) ?∞S2(nt/2) 1 
a(H)- 一一一∞s:teI cos匂 q ワ +sin-φ ~I 

l . . (1 _ (l):t (1 -~ .c. t J 

(4.9) 
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図4.5 ターンスタイルアンテナと座標系

図4.6 ターンスタイルアンテナの電力利得指向性

.. • 1.641 r n ∞S2(成/2) .., 0OS2(成 /2) 1 
G _~t1} = 一一一 I sin.l.中 :-::-+cosφ ;-;;-;;-I 
φ2 l - (1 _ (l):l (1 -~つ... J 

(4.10) 
ナによる平均受信電力の測定とそれらの平均値を求める操作を行った結果に等し

いことを示すものであり、ターンスタイル法の誤差特性はXダイポール法の誤差

特性と結果的に全く同じものとなる o すなわち、ターンスタイル法の iRIJ定確度に

はXダイポール法と同様の問題があると言える。

但し，

~ = sin8 ∞坤. ~ = -sin8sinφ 

である。式(4.9) ， (4.10)における[ ]内の第1項および第2項はそれぞれX軸， Y軸上

に置かれた半波長ダイポールアンテナによる指向性を表し、ターンスタイルア

ンテナの指向性はこれらの指向性を合成して得られる。 3次元的に図示した電力不IJ

得指向性を図4.6に示す。二つのダイポールアンテナの合成指向性であるため、

式(4.5)，式(4.6)の半波長ダイポールアンテナに比して水平面内での指向性利得が

1/2 となっている。この電力利得指向性を式(4.1)に適用した場合、式(4.1)の分母で

あるH成分の平均受信電力は直交する 2つの水平ダイポールアンテナによる受信電

力の和を1/2 としたものに等しくなる。このことは、ターンスタイル法における

H偏波レベルの測定結果が、 Cox 法における直交2方向の水平ダイポールアンテ

4.3.3 ループアンテナ法

他のXPR1~1J定法としては、 X ダイポール法における水平偏波成分の測定にルー

プアンテナを用いる方法がある。 W. C. Y. Lee (36) ちは半波長ダイポールアンテ

ナと直径2インチ (5cm)のループアンテナとを用い、 836MHz において交差偏波結

合度(XPOL) を測定した。 Lee らが用いたループアンテナ(kb=0.44; k: 波数， b: 

アンテナ半径)およびkb=O.2のループアンテナの電力利得指向性を図4. 7 に示

す。これら指向性はループアンテナの理論解析結果(50)から求めた。図より、 Lee
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0 ループアンテナの電力利得指向性
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図4.7

ループアンテナ法の測定誤差

(mv =mH の場合)
図4.8

その測定誤差はらが用いたループアンテナには大きな垂直偏波指向性が存在し、

kb = 0.44 
2 

X ダイポール法と同様のXPR依存性をもつことが予想される。

垂直偏波指向性が小さいことが必要で測定誤差のXPR依存性を低減するには、

。

(
∞
刀
)

i~IJ定用アンテナとして望ましい特ループアンテナはkbイ直カ{/J、さいほど、あり、

mv= 20。

mIl == 300 OH = 90
0 
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性をもっ。垂直偏波指向性の低減度を Ge指向性と Gゃ指向性の最大利得の比で表す

kb = 0.1 ， 0.05 の場合はそkb=0 .44, 0.2の場合それぞれー2dB ， -8dB であり、と、

kb を小さくするほど給電点インピーところカ人れぞれ -14dB ， -20dBである。

大きな感度低下を生じる (kb=0.2のループアンテダンスとの整合が難しくなり、

給電線への漏れ電流による交
。

ダイポール上ヒ利得約一 15- -20dB) と共に、ナで、
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そ

kb=0.44 と 0.2の 2者の場合についてループアンテナ法の測定誤

差{肩波成分放射が増加して理論値どおりの性能を実現することが困難となる。

こで本研究では、
30 nu 

勺
J
ι

Standard Deviation ov (deg) 差を検討した。

図4.8 に到来波の平均仰角が水平方向に一致する場合の測定誤差特性の計算例

ループアンテナ法の測定誤差

(mv =1= mI1 >00 , Gv =1= GH の場合)
図4.9図4.9 に各偏波の平均仰角および僚準偏差が異なる場合の計算例を示す。

Xダイポール法に比して測定誤差は少な

を、

kb=0 .44のループアンテナの場合では、
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またXPRに対する依存性はX ダイポール法と同様に大きいといえる。いものの、

誤差低減のための測定方法と測定誤差4.4 
ループアンテナがもっ垂直偏波指向性が小さし)(指向性利得kb=0.2の場合では、

理論計算の結果で比で -8dB) ために測定誤差がより改善されることがわかる。

円筒スロットアンテナ法の構成4.4.1 このXPR依存性が無視できるループアンテナ寸法はkb=0.05以下であった。は、

ループアンテナ法が最も測定誤差の少従来より報告されている方法の中では、

4.3節で述べたように、従来法の欠点は本来H偏波のみを測定しようと するアンLee らの用いた寸法のループアンテナ (kb= 0.44) でしかし、ない方法といえる。

測定値の信頼度テナがV偏波に対しても感度を有することに起因する。従って、よりす法の /J 、は測定誤差のXPR依存性が大きく、測定法としては不十分なため、

を上げるためには、少なくとも測定偏波に対する交差偏波指向性を十分小さくしkb=0.2の場合、測定誤差はより少なさいループアンテナを用いる必要がある。

このようなアンテナ系の組合せとしたアンテナを使用することが重要である。それでも測定アンテナが等方性でないために生ずる誤差は解消でくできるが、

H偏波にて、 V偏波に対しては垂直設置した半波長ダイポールアンテナを用い、きない。図4.10は各偏波の平均到来仰角あるいは標準偏差が異なる場合の誤差特

対しては垂直設置した円筒スロットアンテナを用いる方法を提案する。↑生の計算例を示したものであり、測定アンテナが等方性でないことに起因する誤

円筒スロットアンテナ (51)-(53) は図4.11に示すような構造のアンテナであり、

その電力利得指向性はkRc ~1 (k は波数，Rcは円筒半径)の場合に式(4.11) で与えら

-1-2dB 差を表している。 V偏波と H偏波の平均到来仰角の差が200の場合でも、

Y 

Z 

れる。

の誤差変動が生じることがわかる。
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ループアンテナ法の測定誤差

(kb=0.2 , mV"* mH の場合)

図4.10

円筒スロットアンテナの構造と座標系
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図4.11
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GJH)=1641ﾗ 2;se) (4.11) 

すなわち、円筒の直径2Rc が小さい場合には、このアンテナは垂直に置かれた半

波長ダイポールアンテナと同ーの指向性をもっH偏波アンテナとなる。図4.12 は

円筒直径が約0.083λCkRc =0.26)の円筒スロットアンテナの指向性の実測値を示し

ており、半波長ダイポールアンテナとほぼ同ーの指向性をもっH偏波アンテナが

実現できることが実験的に確かめられた。 XPR測定において問題となる交差偏波

2Rc = O.083ﾀ 

ls = O.583ﾀ 
ts = O.002ﾀ 
Lc= 1.119ﾀ 

Y 

図4.12 円筒スロットアンテナの指向性(実測値)
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(V偏波)放射は、主偏波(H偏波)放射に比して約一 18dB 程度に存11 えられている。こ

れは kb=0.07のループアンテナにおける交差偏波低減度に相当し、円筒スロット

アンテナがXPR測定に極めて望ましい特性をもつことがわかる。動作手IJ 得はダ

イポール比で -9dBであったが、これは円筒導波管内での導体損の増加による効

率低下と考えられる。この動作利得の低下を改善する方法として、スロット l隔を

より狭くして円筒導波管のカットオフ周波数を下げる等の方法が考えられる。そ

の構成法を次節に示す。

4.4.2 XPR測定用円筒スロットアンテナの構成法

動作利得に優れる円筒スロットアンテナの構造を図4.13 に示す。アンテナの円

筒導体の軸方向に形成されたスロットから円筒内側にスロット導体を延長し、ス

ロット導体はスペーサにより一定間隔を保持して対向させている。このような構

Z 

X 

Cylinder 
conductor 

Slot conductor 

Y 

rv 

Feeding coaxial cable X 

ds 

図4. 13 Jj)作利得に優れる円筒スロットアンテナの構造図
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造にすることにより、スロット導波路のカットオフ周波数はスロット対向面間の

単位長さあたりの静電容量により制御でき、スロット幅 ts が広くてもスロット深

さ ds を長くすることにより容易に共振スロットを構成することができる。ま
た、給電線とのインピーダンス整合はスロット中央からオフセット給電するこ

とにより達成される。

表4.1 に試作したアンテナのす法および特性を示す。またその放射指向性を図

4.14に示す。図4.12に示した円筒の外径寸法(直径:約0.083λ) に比べ外径が0.05

波長と小さいアンテナにもかかわらず、 X-y面におけるEゃ成分指向性偏差は

0.5dB以下で、ダイポール比でー2dBの動作利得が得られている。また交差偏波成

分の放射レベルはー21dB以下であり、これはkb=0.05のループアンテナにおけ

る交差偏波低減度よりも優れており、理論上は交差偏波成分指向性を無視できる

特性である。このようなアンテナ構成により、 XPR測定用アンテナとして充分

な特性をもっアンテナが実現できた。

Y 

~O • • • 
・
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図 4.14 試作アンテナの放射指向性

XPR 
meos. 

2Rc 0.05λ 中心周波数 1.52 GHz 

2rc 0.045λ 比帯域

(VSWR壬 2.0)
0.8% 

構造寸法 ts 0.003λ 
最大利得 -2.0 dBd 

ds 0.02λ 電気的特性
Xy面内

0.5dB 
ls 0.76λ 利得偏差

スベーサ
交差偏波

比誘電率 εr =2.55 (Ee)成分 -21dB以下

放射レベル

XPR 

. ............... . .. . . . .....-6.. . . ト I X 

円筒スロットアンテナの垂直偏波成分放射が充分に低レベルにし得ることか

ら、本測定法に対する XPR測定誤差を式(4.12)で評価する。

い。m)G~ V) (Q) dQ 

1 九州11) (Q) dQ 
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4.4.3 測定誤差特性

表4.1 試作した円筒スロットアンテナのす法および特性

(4.12) 

本方法では、 V偏波測定アンテナと H偏波測定アンテナとの電力利得指向性が同

一関数形となるため、各(扇波の平均到来例j角と標準偏差がともに等しい場合には

測定誤差が零になるという特徴を有している。すなわちX ダイポール法(または

ターンスタイル法)における図4.2およびループアンテナ法における図4.8の伝搬

パラメータに対しては、本方法の理論的誤差は O となる。しかしながら、他の測

定方法と同様、測定アンテナが等方性でないことに起因する誤差は解消できず、
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各偏波の平均到来仰角が異なる場合あるいは各偏波の標準偏差が異なる場合には またV.H各偏波の到来波本提案法は、測定誤差のXPRに対する依存性がなく、

分布の差異に対しても kb=0.2のループアンテナ法と同程度の誤差特性をもつの測定誤差が生じる。各偏波の平均到来仰角が異なる場合の測定誤差の計算例を図

で、従来法より優れた測定法といえる。また、各偏波の標準偏差が異なる場合の測定誤差の計算例を図4.164.15 に示す。
図4.10 に示しに示す。 V， H各偏波の到来波分布の差異によるこれら測定誤差は、

手吉4.5 

た kb=0.2のループアンテナ法と同程度である。

仁コ

これまで検討されていなかった多重波伝搬路内での交差偏波電力比(XPR) の i~IJ

定誤差特性について理論的考察を行った。従来から用いられてきた測定方法で

測定値が{云搬路のH偏波測定用アンテナがV偏波にも感度を有するため、は、

XPRそのものにも依存して大きく変動し、従って測定確度に問題のあることを明

mH  =400 

2 

。

また従来法の中ではループアンテナ法が測定誤差の少ない方法であらかにした。my=200 oy=oJ[ 00 

(
∞
刀
)tι
×
\
.
沼
ω
E

広
L
X

るものの、報告例(36)では測定誤差がまだ大きいためより微小寸法のループアン90 60 30 nu 

『J
ι

しかし、微小ループアンテナを実際にテナを用いるべきことを明らかにした。Standard Deviation oy , oH (deg) 

その動作利得を十分に高くとることが困難である。本論文では、製作する場合、

円筒ス交差偏波特性が良好でかつ動作利得の高いH偏波測定用アンテナとして、円筒スロットアンテナ法の測定誤差

( mv ヰ mH ， oy=OH の場合)
図4.15

この円筒スロットアンテナ法では、ロットアンテナを用いる方法を提案した。

円筒直径が0.05波長の寸法のとき kb=0.05のループアンテナと同等以上の極めて

またV{，扇波測定用アンテナとして用いる半低レベルな交差偏波指向性が得られ、

波長ダイポールアンテナと同形のH偏波指向性が得られるため、 illJ定誤差が従来
(
∞
刀
)

法に比して極めて小さく、従って測定確度に優れていることを明らかにした。2 

多重波伝搬環境におV， H各偏波に対する等方性アンテナが実現できないため、

ける XPR特性を正しく測定することはなかなか難しい問題である。本章で提案し
。

た測定方法は、従来法における大きな誤差要因を改善できるものであるが、提案mJ-I = 300 my=20。

ピ
L
X
\.

Z
ω
E
Z
ι
x

方法によっても全ての環境に対して万能ではないことに留意しなければならな90 60 30 n
u
 

「J
ι

また、従来法によって測定されたデータについては、本章で記した測定誤差し 3 0 
Standard Deviation oy (deg) 

が含まれることを十分勘案して利用すべきである。
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円筒スロットアンテナ法の測定誤差

(Ov =1= OH の場合)
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第5章見通し外条件下における

屋内到来波分布測定法

5.1 緒日

陸上移動通信における移動体アンテナの研究開発においては、アンテナが多重

波伝搬路内を移動する場合の平均実効利得やアンテナダイパーシチの相関特性等

の性能評価が重要である。この種の実効特性を実験的に評価する方法のーっとし

て、屋外伝搬路における移動測定が行われている (27)- (29)。しかし、アンテナに

到来する電波の偏波特性や統計的な到来波分布などは測定場所により異なるた

め、その測定値は場所的依存性を強くもつものとなる。従って測定環境の到来波

条件を明確にして測定値の評価を行うことが重要であるが、この測定には多大な

労力と時間を必要とするためほとんど行われていないのが実情であり、何らか

の簡易な到来波分布測定方法の実現が望まれる。

測定環境の到来波分布特性を簡易に測定することができれば、多重波伝搬路内

でのアンテナの実効特性の分析が容易になるは、かりでなく、携帯無線機に実装さ

れたアンテナの人体による実効利得劣化要因の分析等にも有効となるから、その

測定方法の確立は移動体アンテナの研究開発に大きく貢献するものと考えられ

る。

そこで本章では、屋内の見通し外条件が成立する多重波伝搬路において簡易に

到来波条件を測定する方法について検討を行うとともに、一般のオフィスピル内

等で実施した到来波分布測定結果について述べる。この到来波分布が明らかと

なった環境下における移動測定の応用実験については、第6章においてクロスダ
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イポールアンテナを用いた偏波ダイパーシチの相関特性の実験を、第7章におい

て半波長ダイポールアンテナを並列配置した空間ダイパーシチの特性評価実験を

行い、その有用性を示す。

5.2 屋内到来波分布の測定法

5.2.1 屋内実験系と到来波分布モデル

図5.1 に屋内実験系における到来波の概要を示す。図5.1 は一般の建物内におけ

る居室程度の空間を想定したもので、天井と床との問の距離を3m と考えている。

送信アンテナは固定状態とし、受信アンテナを回転台により移動させて移動測定

を行う。また送・受信点問距離は実験周波数帯の波長に比して十分大きくとる。ま

た送信アンテナと受信アンテナはともに床と天井との中間の高さ(図5.1の場合床

から1.5mの高さ)に設置するものとする。更に送信アンテナと受信アンテナ聞の

配置には見通し条件が成立しないよう工夫がなされるものとする。

、、、 waves

、

、

図5.1 屋内実験系における到来波の概要
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一方、第2章において、多重波伝搬路の統計的特性を表現するモデルとして、到

来波がアジマス方向に一様分布し仰角方向にガウス分布する統計モデルを提案

し、市街地でのモデルとして有効であることを示した。本章ではこのモデルを

室内伝搬路の到来波特性の表現に適用する。実験系において送・受信アンテナ悶に

見通し条件が成立しないよう工夫するのは、アジマス方向にたjーな到来波分布を

仮定するためである。図5.1のように設定された室内伝搬路においては、 送信ア

ンテナから仰角方向に放射された波は天井と床との間で多重反射するため、 移動

局側受信アンテナに高仰角方向より到来する波ほど反射回数が多く(反射損が大き

く)なり、従って到来波のレベルは高仰角方向ほとソj、さくなると考えられる。こ

のとき、図5.1に示すように送信アンテナと受信アンテナとがともに同 じ高さ (床

と天井との中間の高さ)に設置されておれば、到来波レベルの仰角分布は図5.2 に

示すように水平方向に最大値をもち仰角方向に対称な分布をなすもの と仮定でき

る ( m V = mH  = 00 )0 従って、到来波分布は垂直，水平(以下V， H と略す)各偏波成分

分布の標準偏差。V， UH と平均交差偏波電力比(XPR)(54) の計3個のパラメ ータ (以

下、到来波分布パラメータと言う)により表現される。

Average Power 

m ,,= m" = 00 

V-'''H 

_ 900 。。

Di同stribution1 

/Of …V 
Diβstrけibution
of H 附PWave

900 

Elevation Angle 

図5.2 実験環境における到来波分布モデル
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2 

5.2.2 到来波分布パラメータの測定

到来波分布パラメータを測定する方法としては、鋭い指向性をもっアンテナを

用いて各偏波成分ごとの平均分布を直接測定する方法(55)- (57)があるが、室内の

ような比較的狭い空間では大口径のアンテナを用いることが困難である。そこで

本章では、半波長ダイポールアンテナ等の比較的簡易な構成のアンテナを用いて

到来波分布パラメータを測定する方法を提案する。

まず、多重波伝搬路のXPR測定法としては、第5章での理論解析結果より、到来

波のV偏波成分の測定に半波長ダイポールアンテナを用い、 H偏波成分の測定に円

筒直径が0.05波長以下の円筒スロットアンテナを用いる。 XPRはこれらアンテナ

で測定される平均受信電力の相対比により求められる。この方法では、第4章に示

すように円筒スロットアンテナのH偏波f旨向性が半波長ダイポールアンテナのV

偏波指向性とほぼ同ーの指向性をもち、かっこれら二つのアンテナがそれぞれ交

差偏波成分に対して十分低レベル(20dB以下)の指向性を有するため測定確度に優

れる特徴がある。

また、到来波分布の標準偏差。v は第3章において論じた半波長ダイポールアン

テナのMEG特性を利用して求める。すなわち図5.2に示す到来波分布において、

鉛直方向に置かれた半波長ダイポールアンテナのMEGはXPRおよび、標準偏差。v

に対して図5.3 に示すように変化し、また水平方向に置かれた半波長ダイポール

アンテナのMEGはXPRおよび標準偏差。V， OIl に対して図5.4のように変化する。

図5.4中OV=OHとしているのは、水平方向に置かれた半波長ダイポールアンテナ

のMEG変動が標準偏差Oll に対してわずかで無視し得るためである。これら特性

を利用すれば、 XPRが既知の場合に標準偏差。vを特定することができる。(仔例9列リえば

上記XPRi説湖測l即則|リ定法による XPR測定イ値直が3dBであつた場合、鉛直および水平に置かれ

たダイポールアンテナのMEG特性は図5.5 に示すものとなる。このとき、測定

により求められるアンテナの鉛直設置時と水平設置時との平均受信電力差が

5.2dB であったとすると、図中O及び・印で示される MEG差が 5.2dB であるこ

とになるから、標準偏差。v は図5.5破線で示されるように 200 と求められる。

nu 白
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吋

旬
。
ω
〉
一
ぢω
止
凶
C
伺
ω
三

-6 

-8 
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Standard Deviation 0 v (deg) 

図5.3 垂直ダイポールアンテナのMEG特性

。
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図5.4 水平ダイポールアンテナのMEG特性
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XPR = 3dB 
Oν =OH 

Vertica 11 y-o ri e nted 

dipole antennas 

同様にして、標準偏差OH は鉛直及び水平方向に置かれた円筒スロットアンテナ

の.MEG特性を利用して求められる。鉛直方向に置かれた円筒スロットアンテナ

の.MEG特性は図5.3においてXPRの符号を入れ替え、かつoy を O[i と読み換えた

特性となる。また、水平方向に置かれた円筒スロット アンテナのMEG特性は図

5.4においてXPRの符号を入れ替え、横軸のoy を O[i と読み換えた特性 となる。

図5.6 はXPR測定値が3dBのときの円筒スロットアンテナのMEG特性であり、鉛

直・水平方向での平均受信電力の差(すなわちMEGの差)が図中に示すよ うに ー 0.9

dB であるとき、標準偏差σH は300 と求められる。受信電力差の負号は水平設置時

の.MEGが鉛直設置時のMEGより高いことを示す。図中σV=Of] としている のは 、

標準偏差。v による円筒スロットアンテナのb四G変動が無視し得るためである。

2 

。

∞
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dipole antennas 

-8 
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Standard Deviation Ov (deg) 

図5.5 ダイポールアンテナのMEG特性を利用した

標準偏差。v の評価(XPR=3dBの場合)

5.3 900MHz帯での実験結果

5.3.1 実験の概要

2 
XPR = 3dB 
oν ニ OH

30 60 90 

実験は一般のオフィスピル内(実験環境A)およびATR光電波通信研究所内の実験

室(実験環境B) の2箇所で実施した。図5. 7 に実験環境Aのフロアレイアウトを示

す。ピル内中央には通路を挟んで13基のエレベータが配置され、その両倶IJ に居室

空間が割り当てられている。各フロア閉は金属鋼板により分離されており、また

隣室との壁面は金属製の化粧板で覆われている。実験を実施した部屋のJよさは、

幅18m，奥行11m，天井の高さ 3mであった。送信アンテ ナは部屋の入口にあたる図

中⑦点に設置し、床から1.5mの高さに配置した。また図中⑧点にアジマス回転台

を設置し、回転台に取り付けた水平アームの先端に木製の支持棒を床面に垂直に

設置し、この支持棒に受信アンテナを設置した。受信アンテナの床からの高さ

は、送信アンテナと同じく1.5m とした。 ⑦点と③点との距離は約12mであり、送

信点⑦の近傍の壁面を利用して送信アンテナと受信アンテナとは直接には見通し

とならないようにした。また実験室内には、測定机を除いて、事務机、パーテイ

ション等の什器類は置かれていない。

(
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図5.6 円筒スロットアンテナのMEG特性を利用した

標準偏差。Ii の評価(XPR=3dBの場合)
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Measurement circle (R = 1.5m ) 
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図5. 7 実験環境Aのフロアレイアウト

図5.8に実験環境Bのフロアレイアウトを示す。この実験室は天井高3mのごく

普通のオフィスであり、部屋の広さは、|隔14.3m，奥行8.4mである。図中の右と

下の壁は鉄筋コンクリート外壁(右の壁は凹凸が多く，半分の面積は窓)であり、左

と上の壁は壁面が金属製の化粧板で覆われている。部屋の周辺部には、机，棚，空

調機，ラック等が置かれており、床は裏面金属板のフリーアクセス床である。送

信アンテナは部屋の入口前廊下に当たる図中⑦点に設置し、床から 1.5mの高さに

配置した。また図中⑧点にアジマス回転台を設置し、回転台に取り付けた水平

アームの先端に木製の支持俸を床面に垂直に設置し、この支持棒に受信アンテナ

を設置した。受信アンテナの床からの高さは、送信アンテナと同じく 1.5m とし

た。⑦点と⑧点との距離は約10.4mであり、送信点⑦の近傍の壁面を利用して送信

アンテナと受信アンテナとは直接には見通しとならないようにした。

-80 ー

Transmitting point 

8.4m 

Rotator 
positionll 14.3m 

iJ 
/ 

Measurement circle (R;:;1.5m) 

1 
〔「_j_

"'0叩 wall of building 

図5.8 実験環境Bのフロアレイアウト

送信アンテナには半波長ダイポールアンテナを用い、周波数920MHzの無変調

信号を送出した。測定時、受信アンテナは半径1.5mの円軌道上を移動するよう設

定し、水平方向に置かれたアンテナの方位は円軌道の接線方向に対・ して 00 ， 900 ，

:1: 450 の 4通りの方位に向けて測定を行った。これは、水平方向に置かれたダイ

ポールアンテナ素子(あるいは円筒スロットアンテナ素子)が8の字指向性をもつ

ため、そのパタン方向性に起因する測定値偏差とその平均値を評価するためであ

る。回転台を一回転させる聞の各アンテナでの受信信号強度を電界強度測定器に

より測定し、その出力電圧を回転角0.1度ごとにA-D変換して計算機に取り込み、

アンテナの平均受信電力を求めた。
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5.3.2 到来波分布ノ f ラメータ測定結果

実験環境の到来波パラメータを変える手段として、送信アンテナを鉛直方向か

ら傾ける方法を用いた。送信アンテナの傾斜角8Tに対し、受信点で観ì~1jされる到

来波パラメータの波IJ定結果を表5.1および表5.2 に示す。

表5.1(実験環境A) において、 XPRは傾斜角8Tの増加に対応して 5.1dB から-

4.4dB まで減少しており、比較的送信偏波が優位となる結果が得られている。(馬

波保存性が比較的良好な理由は、実験環境内に什器類が置かれておらず、平らな

床・壁・天井での正規反射的な多重波伝搬構造のためと推測される。また、仰角分布

の標準偏差はUv= 140 -300 , UH= 120-470の範囲で変化しているが、室内伝搬路に

おける到来波分布の標準偏差としては小さい値と考えられる。傾斜角8Tに対する

Uv と UHの変動傾向の違いは、。Tに対する送信アンテナの3次元指向性の変化がV，

H偏波成分で異なるためである。

一方、表5.2(実験環境B)において、 XPRは傾斜角。Tの増加に対応して1.6dB か

らー7.7dB まで減少しており、実験環境AによじしてXPRの小さい結果が得られ

た。また、仰角分布の標準偏差はσv= 130 -300 , UH= 330-700の範囲で変化し、実

験環境Aに比してH偏波成分分布の標準偏差が大きい環境であった。

5.4 結日

室内の多重波伝搬路において簡易に到来波分布パラメータを測定する方法を提

案した。また実際のオフィスピル等での到来波分布ノ〈ラメータ測定を実施し、

900MHz帯での屋内伝搬路における到来波特性の測定結果を示した。得られた結果

を以下に示す。

(1) 見通し外条件が成立する屋内伝搬路における統計モデルとして、イ~J角方向にガ

ウス分布しアジマス方向に一様分布する到来波分布モデルが有効である。
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表5.1 実験環境Aの到来波分布パラメータの測定結果

送信アンテナ 平均交差{扇j皮

傾斜角 電力比
標準偏差 標準 f~l~差

( T XPR 
Ov OH 

(deg) (dB) 
(deg) (deg) 

。 5.1 14.6 26.1 

30 2.1 16.9 12.9 

45 0.4 21.5 12.2 

60 -1.7 23.4 19.6 

90 -4.4 29.6 46.4 

表5.2 実験環境Bの到来波分布パラメータの i~IJ定結果

送信アンテナ 平均交差{扇波
標準偏差

傾斜角 電力比
tlt中偏差

Ov OH 

( T XPR 

(deg) (dB) 
(deg) (deg) 

。 1.6 28.2 69.6 

30 0.9 18.7 37.4 

45 -2.4 13.3 47.6 

60 -5.5 14.9 33.8 

90 -7.7 17.3 32.5 
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(2) 到来波分布の標準偏差ißIJ定法として、半波長ダイポールアンテナおよび円筒ス

ロットアンテナの:MEG特性を利用する方法が有効である。

(3) XPR特性は送信アンテナの偏波特性により操作する方法が有効である。半波長

ダイポールアンテナを送信アンテナとした場合、アンテナ軸を鉛直方向から

傾斜させることにより XPRを約9dB変化きせ得ることを確認、した。

本章で示した屋内到来波分布測定法は多重波内でのアンテナの実効特性と到来波

特性とを実験的に比較・分析するための伝搬特性測定法として有効であり、アンテ

ナの多重波中特性のメカニズムを検討する上で大いに役立つものと考える。また

携帯形無線機に実装されたアンテナの人体近接による利得劣化等を定量評価する

場合にも有効と考えられる。本測定法の有用性については、第6章および第7章に

述べるアンテナダイパーシチの特性評価実験において明らかにする。
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第6章 クロスダイポールアンテナを用いた

偏波ダイバーシチの相関特性

6.1 *'者自

D.C.Coxは、アンテナの指向性のヌル点を互いに補完するように構成した偏波

ダイパーシチが無線機方向性の人為的変動に対して有利となることを報告してい

る (58)0 2本の半波長ダイポールアンテナを直交させたクロスダイポールアンテ

ナを用いる偏波ダイパーシチはそのようなアンテナ構成の一つであり、これま

でいくつかの実験的、理論的検討が行われてきた (36) ， (59) , (60)。これら検討におい

ては、 2本のアンテナが地面に対してそれぞれ垂直と水平の場合の移動局側ダイ

ノ Tーシチや、基地局用ダイパーシチ受信としての検討がなされているものの、

移動局側ダイパーシチ受信として用いることによる受信偏波の傾き角や伝搬路の

平均交差偏波電力比(XPR)に対する特性は検討されていなし30

そこで本章では、第2章において明らかにしたアンテナダイパーシチの相関係

数の理論解析手法を適用し、クロスダイポールアンテナにより構成される偏波ダ

イパーシチの相関特性についてアンテナの指向性変動及び到来波特性が相関特性

に及ぼす影響を理論的に検討する。また、市街地において実施した900MHz帯で

の実験結果と理論値との比較を示し、本解析結果の妥当性を明らかにする。更

に、第5章に述べたように、到来波パラメータの明らかとなった屋内伝搬路にお

いて上記偏波ダイパーシチの相関特性の実験を行い、本章の理論解析によって予

見される低相関ダイパーシチブランチの実現性を実験的に検証する。

-85-



6.2 理論解析

6.2.1 偏波ダイパーシチの構成と特性

二つの半波長ダイポールアンテナを直交させた構成のクロスダイポールアン

テナを用いた偏波ダイパーシチに対する座標系を図6.1 に示す。二つのダイポー

ルアンテナの距離 d はOであり、式(2.11) における位相差 x はO となる。図6.1

は、クロスダイポールアンテナをxz平面内で鉛直方向 (Z方向)から Gだけ傾斜

させた状態を示している。角度 α に対する各ダイポールアンテナの電力利得指向

性は図6.2に示すものとなる。

この偏波ダイパーシチアンテナにおける特徴的な特性を図6.3から図6.6 に示

す。第1の特徴として、ダイポールアンテナの一方が垂直、他方が水平に置かれ

た場合、すなわち0=00の場合には相関係数がO(無相関)となることが挙げられ

る。この特性は次のように説明することができる。すなわち、 0=00の場合、図

6.2(a)からわかるように水平ダイポールアンテナは8， φ 両成分の放射指向性をも

X 
や/

X' 

Z 

Y 

図6.1 クロスダイポールアンテナを用いた(扇波

ダイパーシチと座標系
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図6.2 クロスダイポールアンテナの電力利得指向性
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互いの8こ のと き、互いの6成分指向性のみが相関係数に関与する 。(2.11) より、

成分放射指向性が空間的な直交性をもつことから、式(2.11)分子項の積分がO に 等
この鉦しく、従ってダイパーシチプランチが理論的に無相関となるのである。

これまでに報告されている相関性はXPR および到来波分布の変動に依存しなし、。

1.0 従 って 式垂直ダ イポ ールアン テ ナ はO 成分の放射指向性 の みをもち、つ が、

実験結果(36) によれば、 a=OOの場合の相関特性はほとんど O であることが示され

』
』0
υ

ており、本理論結果の妥当性を裏づけるものと考えられる。

0.2 
上記アンテナ指向性の完全な直交性が維持アンテナ系が傾けられた場合には、

このようなされなくなり、従って相関係数は傾斜角 α の増加に伴って増大する。

45 

(deg) 
15 30 

Inclination Angle α 

。

0.0 状況は携帯形無線機に実装されたアンテナ系で生じる o 第2の特徴として、傾き角

これは互いのダイポールが450のとき相関係数が最大となることが挙げられる。

アンテナの水平面内(XY面内)でのO成分指向性が同ーの全方向性パタンとなり、

クロスダイポールアン テ ナの相関係数

(mv=mH=OO, XPR=9dB の場合)
図6.3

また今成分放射指向性が3次元的にほとんど同ーの指向性となるためである(図

XPR がOdB よりもかなり大きな環境下図6.3 に示すように、その結果、6.2(c))。

では、到来波分布が水平面に集中するほど相関係数が増加し、到来波分布が仰角方

XPR = 9dB 

1.0 また図6.4 に示すように、到来波の O成分向に広がるほど相関係数が減少する。

mv=mH=20
0 
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(V) 偏波の主要到来仰角 mv が水平方向から離れるに従い相関係数は減少する。

..... XPRが OdB よりかなり小さい環境下においては、 φ成分放射指向性の効果が顕著

図6.2 に示すように争成分指向性の仰角方向に対する変動が小さいたとなるが、

め、到来波分布の仰角方向の広がりに対する相関係数の変動はほとんどなし、(図

XPRがノj、きいほどまた各アンテナのφ成分指向性の重なりが顕著なため、

相関が増大する。

6.5)。

0.2 
XPRが OdB に近い環境下において、式(2.11)以上のような特性を呈するため、

の各偏波成分に対する積分項がともに小さくなり、結果的に相関係数が極めて小

45 

(deg) 
15 30 

Inclination Angle α 

。

0.0 この低相関特性はダイパーシチアンテナの傾きや到来波分布パラメーきくなる。

図6.6にこのよ う な場合の相関特性を示す。タイ直にほとんど依存しない。

このようにダイパーシチアンテナの相関特性は各アンテナの指向性， XPR及び

クロスダイポ ー ルアンテナの相関係数

(mv =mH =200 , XPR=9dB の場合)
図6.4到来波分布に依存して変動し、従って最適なアンテナダイパーシチの実現には、

また、本節
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アンテナ指向性と伝搬環境特性を同時に考慮、した検討が重要である。
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1.0 で示した相関特性の伝搬環境パラメータ依存性を積極的に利用すれば、極めて低

相関な偏波ダイパーシチブランチの実現が期待できる。XPR= -9dB 
斤ìV= 庁lH=O。

av= 120。

σH = 10。
6.2.2 低相関ダイパーシチブランチに関する考察

300 

6.2.1節では、図6.1に示すようにダイポールアンテナ素子が共にXZ面内で傾斜

する場合について考察した。一方、クロスダイポールアンテナの傾き方として

は、図6. 7に示すように片方のダイポールアンテナ素子が常にY軸上にあり、他

方のアンテナ素子がXZ面内で傾斜する場合も考えられる。この場合、 Y軸上のダ

イポールアンテナ素子の電力利得指向性は図6.8に示すものとなり、その8，争各

成分の指向性はXZ面内で傾斜するダイポールアンテナ素子(図6.2の素子#1) の 8 ，

φ 成分の電力利得指向性とそれぞれ空間的に直交する。すなわち互いのアンテナ

プランチの複素指向性の重なりがほとんど無いものとなる。一般に、複素指向性

が重ならないとき相関係数が O になることはよく知られているが(37) ， (40)、図6.7

の場合は正にそのような条件が満たされる。実際、式(2.11)分子の第1項及び第2

項の積分はほとんど O となり、到来波特性並びにアンテナ傾斜角Gに無関係に低相

関なダイパーシチブランチが得られる。しかし、図6. 7 における素子#2がY軸に

対して傾きをもち、図6.1 に示すような傾斜状態に偏るにつれて、 二つのアンテ

ナの8， φ 成分ごとの指向性の空間的直交性が崩れるため、相関が増大する。 6.2.1

節で述べたように、伝搬環境パラメータを積極的に利用すれば、アンテナ系が傾

けられた場合でもダイパーシチプランチの相関を低く保つことができる。以下

では、低相関なダイパーシチプランチを実現する伝搬環境パラメータについて

考察する。

図6.1 に示す構成において、 0=450の場合に相関が履も増大する。従って、こ

の場合の相関係数を低くする伝搬環境パラメータが低相関なダイパーシチブラン

チを実現する伝搬環境ノf ラメータである。図6.9 は幾つかのXPR値に対する

α=450のダイパーシチブランチの相関係数を示している。 8，<Þ t扇波成分(V ， H偏

波)の到来波分布の平均仰角は共に 00 としている。横軸は 8， φ各{扇波成分(V， H偏波)

1200 

0.0 
o 16 30 45 

Incl�ation Angleα(deg) 

図6.5 クロスダイポールアンテナの相関係数

(mv=mH=OO , XPR=-9dB の場合)
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図6.6 クロスダイポールアンテナの相関係数

(mv =mH =00 , XPR=OdB の場合)
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図6. 7 

図6.8

Z 

Y 

X 

ダイポール素子2がY軸上にあってアンテナ系
が傾斜する場合のクロスダイポールアンテナ

と座標系

Z Z 

Y Y 

Ge pattern Gφpattern 

Y軸上のダイポールアンテナの電力利得指向性
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図6.9 傾斜角450のクロスダイポールアンテナの相関係数

(mv=rnH=00) 

の到来波分布の標準偏差を示す。 ゃ(扇波成分の標準偏差。J-Jに対しては相関特性がほ

とんど一定となることがわかる。 これは、 例l角方向に対する φ成分指向性の変化

が小さいこと(図6. 2(c)のGφ指向性)に対応する。 また、 。成分(V)侃波分布の標準偏

差。v に対しては、 。v が大きいほど相関が1~ くなる。 これは、 σv が大きいほど図

6.2 に示すような6成分指向性の空間的直交性が顕著に現れることに対応する。

XPRが低くなるに従い相関が低くなり、 XPR= -1.5dBのとき到来波分布の標準

偏差に関わらず相関がほとんど O となることがわかる。 更にXPRが低下すると

逆に相関が大きくなる。 すなわち、 クロスダイポールアンテナによる{扇t皮ダイ

パーシチにおいては、 XPR= -1.5dBのとき低相関なダイパーシチブランチが実
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図6.10 傾斜角450のクロスダイポールアンテナの相関係数

(XPR = -1.5dB, my = mH =40
0

) 

現される。到来波分布を全方向一様なランダムモデルとした場合、即ち Oy =OH 

=∞の場合には、図6.6に示すようにXPR=OdBのときこの低相関特性が得られ

る。しかし、実際の伝搬環境での到来波分布は仰角方向に偏りをもつことが報告

されており (38) ， (45) , (61)、従ってXPR= -1.5 dB なる値はより現実的な条件を与え

るものと言える。この条件で得られる低相関特性は到来波分布の平均仰角の変動

にほとんど依存しない。図6.10 はXPR= ー 1.5dBのとき到来波分布の平均仰角が

相当大きい(400)場合の相関特性を示したものであるが、無相関に近い特性が保た

れることがわかる。

以上示したように、伝搬環境のXPR特性を人為的に設定すれば、アンテナの傾

きおよび到来波分布の変動に依存しない低相関な偏波ダイパーシチブランチが実

現できることが理論的に求められた。 XPR特性は送信アンテナの偏波特性により

容易に変化させることができるため、低相関な偏波ダイパーシチは屋内移動通信

方式のようなマイクロセル方式において比較的容易に実現できると考えられる。
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6.3 実験結果

6.3. 1 市街地における相関特性測定結果

(A) 実験の概要

解析結果の妥当性を確認するため、第2章において到来波分布の測定を行 った 人

形町コース(図2. 7の (a) コース)において900MHz帯cw波を用いた伝搬実験を行っ

た。送信アンテナ，周波数等の実験パラメータは2.3.2節と同ーである。

クロスダイポールアンテナの相関特性の測定は、移動実験車の屋根上(アンテ

ナ高3.1m) にクロスダイポールアンテナを設置し、到来波分布測定における全測

定地点を通過する走行コースにて行った。ダイポールアン テ ナ傾斜時の指向性は

図6.2に示すように方位的な偏りを有するため、測定値が実験環境における到来波

分布の方位的な偏りに影響されることが考えられる。そこで、受信アンテナの方

位(図6.1 のX軸方向)を移動実験車の進行方向に対してそれぞれ00 ， 900 ， +450
, _45

0 

の4方向に向け、各方位ごとに受信アンテナの鉛直方向からの傾き角q を変え て 2

プランチ聞の受信信号強度を同時測定した。測定データは約1cmの移動距離間隔

でA-D変換器によりサンプリングし、測定コース 一周分の受信信号包絡線の相関

係数を計算機処理により求めた。

(B) 実験結果と理論値との比較

図6.11に、理論計算したクロスダイポールアンテナの相関係数とその実i~IJ偵を

示す。理論値は測定コース(人形町コース)における XPR値並びに到来波分布ノ f ラ

メータ my， m
H
, Oy' OH (表2.1) を用いて言「算した。 O ， X ， ム ， 口はア ンテナ方位を

それぞれ00， 900， + 450 , _450 とした場合の測定値、・はそれら 4方位に対する平均

値であり、実線は理論曲線である。到来波のアジマス分布が完全に一様であれ

ば、本来測定値はアンテナ方位に依存しないはずであるから、図中実i~JJ値のアン
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図6.11 相関係数の理論値と実測値の比較

テナ方位に対する変動は、測定コースにおける到来波分布がアジマス方向に一様

な分布となっていないことを示すものと考えられる。このことは、測定コース

における到来波分布がアジマス方向偏差をもっ(図2.10) ことと対応している。ま

た、表2.1の到来波分布パラメータはアジマス方向の実測ノf タンの平均レベルか

ら算出したものであるから、そのパラメータを用いて計算される図6.11 の理論

曲線は様々なアンテナ方位に対する相関係数の平均値を表す。すなわち、解析結

果の妥当性を議論するためには比較的多数のアンテナ方位に対して測定される相

関係数の平均値との比較が重要である。 ・印で示される平均値はわずか4方向に対

する平均値であるが、その値は理論値と比較的良く一致しており、解析結果の妥

当なことを確認した。
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6.3.2 屋内環境における相関特性測定結果ー低相関特性の検証一

低相関ダイパーシチブランチの実現性の検証を含めた解析結果の妥当性は、第5

章において到来波分布パラメータの測定を行った屋内実験により碍認できる。実

験環境Aにおいては傾斜角8Tが600のとき XPRが-1.7dB となる伝搬環境が得られ

ており(表5.1)、また実験環境Bにおいては傾斜角0Tが450のとき XPRが -2.4dB

となる伝搬環境が得られている(表5.2)。すなわち、実験環境AではθTが600弱の

角度、実験環境Bでは0Tが450弱の角度において、 XPRが -1.5dB となる伝搬環境

が実現できる。このとき受信偏波の傾き角によらずダイパーシチプ ランチがほ

ぼ無相関となるかどうかを調べればよい。そこで、第5章におい て到来波分布ノて

ラメータの測定を行った屋内実験環境AおよびB(図5.7および図5.8) において周波

数920MHzのCW波を用いた相関特性の測定実験を行 った。

(A) 実験の概要

送信アンテナ，回転台位置，受信アンテナ高等の実験パラメータは5.3.1節に述

べたものと同ーとした。また、クロスダイポールアンテナは図6. 1 に示すように

配置し、 X軸方向を回転円軌道の接線方向に対して 00， 900 ， :t 450 の 4通りの方位に

向けて測定を行った。回転台を一回転させる聞の各アンテナでの受信信号強度を

電界強度測定器により測定し、その出力電圧を回転角0.1度ごとにA-D変換して計

算機に取り込み、ダイパーシチプランチの相関係数を求めた。

(B) 実験結果と理論値との比較

実験環境Aにおいて、送信アンテナの傾斜角。T を OO(V偏波送信)， 450 ， 600 ， 900(H

偏波送信)とした場合の偏波ダイバーシチの相関特性を図6.12 に示す。横軸はいず

れも図6.1 に示すクロスダイポールアンテナの傾斜角αである。図中0 ， X ， ム ，口

は測定円周コースの接線方向に対してアンテナ傾斜面の方位(X軸方向)をそれぞれ

00 , 900 , 450 , _450 方向に向けた場合の測定値、・はそれら四方位に対する平均値
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を示す。実線は表5.1の到来波分布パラメータの測定値を用いて計算した理論曲線

である。到来波のアジマス分布が完全に一様であれば、本来測定値はアンテナ方

位に依存しないはずであるから、図中実測値のアンテナ方位による偏差は、実験

環境における到来波分布がアジマス方向に多少の偏差をもっ分布になっているこ

とを示すものである。しかしながら、アジマス分布が一様なモデルにより求め

られる理論値は、到来波分布がアジマス方向に一様でない場合においてもアンテ

ナ方位をランダムに変えて平均化操作を行った値に等しい。従って本理論値と比

較すべき測定値はアンテナをいろいろな方位に向けて測定される相関係数(標本

値)の平均値であり、実験的にはその標本数を多くとることが望ましいといえ

る。図中・で示される平均値は、わずか4方位に対する実測結果から得られた値

に過ぎないが、理論値と良く一致している。また偏波ダイパーシチのアンテナ

傾斜角αが 00 のときの相関係数は伝搬路条件に関わらずおおむねOであり、 αが45
0

のときの相関係数は0Tの増加 (XPRの減少)に伴って低下し、 0T=600 
(XPR = -

1.7dB)のときほほ O となり、。T=900 の場合に再び大きくなる傾向を示してい

る。以上の特性は、本章で示した理論解析結果に合致している。

また実験環境Bにおいて、(扇波ダイパーシチのアンテナ傾斜角Gが00 と 450の場

合の理論値と実測結果との比較を表6.1 に示す。理論値は表5.2の到来波分布ノf ラ

メータの測定結果を用いて計算した値であり、測定値はアンテナ方位を変えて測

定した値の平均値である。実験環境Aの場合と同様に、実測値の平均値はアジマ

ス分布が一様なモデルにより求めた理論値と良く一致していると言える。また傾

斜角Gが 00 のときの相関係数は、 f云搬路条件に関わらずおおむねO となってお

り、 αが450のときの相関係数は0Tの増加 (XPRの減少)に伴って低下し、 0T=450

(XPR = -2.4dB)のときほぽ O となり、。T=900 の場合には再び大きくなる傾向

を示している。以上の特性は、実験環境Aの場合と同様、本章で示した解析結果に
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合致している。

図6.12 送信アンテナ傾斜角θT が00， 450 ， 600 ， 900 の場

合の相関係数の実測結果と理論値との比較

以上の実験結果は、見通し外伝搬条件の成立する室内伝搬路において測定した

到来波分布パラメータがアンテナの実効特性の分析に有効であることを示すもの

であり、また伝搬路のXPR をー1.5dB 近辺に設定することによりアンテナ偏波特

性の変動に無関係に低相関特性が実現されることを実証するものである。
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表6.1 実験環境Bにおける相関係数

qニ 00 α =450 

理論値 測定値 理論値 iUIJ定値

-0.018 0.11 0.163 

-0.032 0.11 0.133 

0.0 0.020 0.0 0.067 

-0.027 0.11 0.129 

-0.077 0.28 0.332 

第2章において明らかにした多重伝搬環境における 3次元的到来波分布，交差偏波

電力比(XPR)及びアンテナ指向性の効果を考慮するアンテナダイバーシチ相関特

性の理論解析法を適用して、クロスダイポールアンテナを用いた偏波ダイパーシ

チの相関特性を理論的に明らかにした。更に実際の市街地伝搬路における実験な

らびに第5章に示した屋内実験環境における低相関特性の実験を行い、解析結果の

妥当性を確認した。理論解析により得られた主な結果は以下の通りであり、これ

らの結果は低;相関なダイパーシチアンテナ設計に資することができる。

クロスダイポールアンテナを用いた移動局偏波ダイパーシチにおいて、

(1) 一方のアンテナを水平に設置するとき、無相関なダイパーシチブランチが得

られる。

-100-

(2) アンテナ素子がそれぞれ鉛直方向から 450傾け られるとき 、 最も相関係数が増

大する。

(3) 相関係数はアンテナの指向性，伝搬路のXPRおよび各偏波成分の到来波分布に

より決定されるが、伝搬路のXPR を-1.5dB付近に設定することによりアンテ

ナの傾きあるいは到来波分布に依存しない低相関なダイパー シチブランチを

得=ることができる。
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第7章並列配置ダイポールによる

空間ダイバーシチの特性

7. 1 緒己

半波長ダイポールアンテナを2本並列配置したアンテナダイパーシチ構成は、

空間ダイパーシチの最も基本的な構成と考えられ、その相関特性について多くの

実験的・理論的検討がなされてきている (30) ， (62), (63)。特に携帯電話機に実装する場

合にはアンテナ間距離が極めて小さくなるが、アンテナ問の相互結合によってア

ンテナ間距離が0.1波長程度でも相関の小さなダイパーシチブランチが実現でき

ることが報告されている (63)。アンテナダイバーシチの性能は相関特性のみなら

ずアンテナの多重波伝搬路内でのMEG特性にも大きく依存するため、それら双

方を同時に検討することが必要であるが、:MEG特性についてはこれまで十分な

検討がなされていない。また、携帯無線機に実装されたアンテナは、人為的にラ

ンダムな方向に傾けられて使用されるため、アンテナの指向性(偏波特性)が変動

してMEGおよび相関特性が大きく変動する。またこれら特性は多重波伝搬路にお

ける到来波特性の場所的変動によっても変わる。従って携帯機用アンテナダイ

パーシチの検討には、アンテナの鉛直方向からの傾きあるいは到来波特性の変動

に対する B四G特性ならびに相関特性について論じることが必要である。 しか

し、従来の報告ではこれらについての検討はなされていない。

本章では、半波長ダイポールアンテナを2本並列配置した空間ダイパーシチブ

ランチがともに50Q系受信機に接続され、検波後選択ダイパーシチ受信として使

用される場合について、第2章で検討・提案した理論解析手法を適用し、アンテナ
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系の鉛直方向からの傾斜角， {云搬路のXPR特性および到来波分布等の変動に対する

:MEG特性および相関特性の検討を行っている。また第5章において提案した屋内

多重波環境での到来波分布測定法を適用し、 900MHz帯での屋内実験により解析結

果の妥当性を確認している。 Z 

。

図7.1 に示す並列配置ダイポールアンテナ構成を考える。図7.1 において、二つ

のアンテナは距離dだけ離れており、 Y軸を回転中心として鉛直方向から角度Gだ

け傾いている。また二つのアンテナはそれぞれ入力インピーダンス 500の受信

機に接続され、受信機とアンテナ間にはパラン等による 730/500のインピーダン

ス変換回路が挿入されているものとする。このとき、アンテナ聞の相互結合を考

慮した場合のアンテナ素子 n (n=l , 2) での電界指向性は次式で与えられる (55) ，

(64) 

Dipole #1 ・・

L' 
Y 

7.2 並列配置ダイポールの電力利得指向性

図7.1 並列配置ダイポールアンテナ構成と座標系
\
、
:
l
I
j

h
 

,J 

e
 

-

n

U

 

一
ヲ
白

引
一
+

Z

一
u

一
Z

句
'
A

〆
'
t
i
l
、
、、

no 
vaｭ

E
 

一
一n

 

nり
E
 

(7.1) 

Eφn= 川1-42;ej&) (7.2) 

Zl1はアンテナの自己インピーダンス、 Zoはアンテナの負荷インピーダンスであ

る o eikxはアンテナ間距離による位相を表し、 hは波数である。アンテナ素子1 に

対してはx=dsin8sin争，アンテナ素子2に対してはx= -dsin8sin今である。また

と=sin8 cosや sina + cos8 cosa である。式(2.5) を満足する電力利得指向性G8 (0) , 

Gφ(Q)は式(7.1)-(7.4)を用いて求められる。一方のアンテナをZo=73Qの負荷で

終端した場合について、式(7.1)-(7.4)を用いて計算される α=00の場合のアンテナ

素子1の電力利得指向性の3次元パタンを図7.2 に示す。図中のGmaxは電力利得指

向性の最大値を示しており、いずれも XY面内での値である。アンテナ間距離が

小さいほど、相互結合によって指向性が単方向性に近づき、他方のアンテナ素子

の指向性との差異が大きくなることがわかる。また、アンテナ間距離が0.2λ以下

になると指向性が全体に小さくなり、アンテナの電力利得が低下していくことが

但し

∞s(π f./2 ) 
Ero= Er(∞s8 ∞s中町α-sir10com) × 2 

1-~" 
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(7.4) 

であり、 Er は比例定数である。またZ21 はアンテナ間の相互インピーダンス、
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わかる。電力利得が低下するのは、素子問結合が強いほど、他方のアンテナの負

荷により消費される電力が増加し、結果的に放射効率が低下するためと考えられ

理論解析

:MEG特性

る。

7.3 
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水アンテナを鉛直に並列配置した場合(α=00) の:MEG特性の計算例を図7.3 に、

いずれの場合平に並列配置した場合(0=900) の:MEG特性の計算例を図7.4に示す。
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になることがわかる。従って素子間隔を0.3波長-0.4波長とする構成が最も実効

また次善の素子間隔とし利得に優れるダイパーシチプランチになると言える。

アンテナ間隔が0.3波長のときの:MEGては 0.9波長付近での構成がよいと言える。
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またアンテナの傾斜角が530 のとき、5.9dBi から-1.9dBi まで4dB変動する。x 

XPRによらずM:EGが一定(-2.8dBi) となる特性が得られる。携帯無線機のように

アンテナの傾きが任意に変動する場合にはMEGがかなり広範囲に変動するた

このことは、ダイパーシチ受信性能が大きく変動することが予想できる。め、
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移動体アンテナ側の実効利得変動マージンを大きくとる回線設計が必要となるこX 

実効利得とを意味する。伝搬路のXPR特性をほぼ -1.8dB付近に設定できれば、

5.3節における実験結果が

示すように、 XPR特性は送信アンテナの偏波特性により容易に変化させることが
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なお、変動マージンを少なくすることが可能である。
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7.3.2 相関特性

mV=mH=O. 

σv=σH=30. 

6dB アンテナを鉛直方向に並列配置した場合(α=00 ) の 2ブランチ間の相関特性の計算

例を図7.6に示す。素子間隔が0.1波長の場合でも相関係数は0.4以下であり、また

素子間隔が0.3波長以上では相関係数はほとんど O となることがわかる。これは

素子間結合による放射パタンの相違と素子間隔による位相差との相乗効果による

ものと考えられる。 V{，扇波の平均仰角mv および、標準偏差。v の変動に対しては、

素子間隔の小さい構成においてわずかに相関の増加が認められるが、素子間隔が
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図7.4 a=900の場合のMEG特性
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0.2波長以上あればmv および、OV にかかわらず相関は 0.1以下であった。この特性

はXPRおよびH偏波の到来波分布に依存しないが、これはアンテナを鉛直方向に

並列配置した場合、 H偏波成分の放射指向性が理想的に存在しない理由による。 し

かし、アンテナを鉛直方向から傾けるとH偏波成分の放射指向性が大きくなり、

相関係数はXPRおよびV， H偏波の到来波分布に対して変動するようになる。

図7.7 はアンテナを水平方向に並列配置した場合(α=900) の相関特性を示す。素

子間隔が0.4波長以下ではアンテナが傾いても相関係数は極端には増大しないが、

素子間隔が0.6j波長付近で顕著な相関の増大が生じることがわかる。この理由は、

素子間隔が約0.6波長のときの互いの放射指向性のXY面内ノ f タンの重なりが最も

顕著となるためと考えられ、このときの相関の増大がV偏波の標準偏差。v が小さ

いとき(図7.7(b))、あるいはH偏波の標準偏差OH が小さいとき(図7. 7(c)) に顕著と

なることからも裏づけられる。また、素子間隔が0.2波長-0.3波長の場合および

素子間隔が0.9波長付近の場合には、アンテナの傾き， XPR， σv および:OH によらず

相関係数が極めて小さくなる。 7.3.1節の:MEG特性の最適アンテナ間隔をも考慮

すると、並列配置ダイポールによる空間ダイパーシチの最適アンテナ間隔は約
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このとき、アンテナの傾き ， XPR， ov および
0.31波長であると結論づけられる。

OH等の外的要因によらず低相関でかつMEG特性の良いダイパーシチブランチが

実現される。

。

白
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7.4 屋内実験結果 c -3 
ro 
0 
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> -6 

7.4.1 実験の概要
。

。

ω-9 
C 
問
。

~ -12 
0.0 

実験は第5章において到来波分布測定を行った実験環境B(図5.8) において行っ

た o 実験の概要は第5章と同一である o 測定アンテナは半径1.5mの円周沿いに回

転移動させ、 2本のアンテナを結ぶ方向(図7.1のY軸方向)を回転円の動径方向(法線

方向)に対して00， 900， +450 , _450の4方位に向けた場合について、 1回転分の受信

信号包絡線を2プランチ間同時測定して相関およびMEGを求めた。 MEGの測定方

法は第3章で論じた方法を用いた(付録4)。
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7.4.2 MEG特性
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XPRに対する変動を観測するため、送信アンテナの傾き角8rが00 と 900の場合

について測定を行った。またダイパーシチアンテナの傾斜角はα=00 と a=900の

場合の測定を行った o 8rが00 と 900の場合の測定結果をそれぞれ図7.9 および図

7.10 に示す。 0 ， X ，ム，口はアンテナの方位をそれぞれ00 ， 900， +45
0

, _450 とし

た場合の実測値であり、・はそれらの方位平均値である。また実線は表5.2の結

果を用いて求めた計算値である。図中実測値のアンテナ方位に対する変動は、文

献(55)での測定結果と同様に測定環境における到来波分布がアジマス方向に一様な

分布となっていないことに起因するものと考えられる。 a=OOの場合、 XPRによ

らず理論値は・で示される実測値の平均値とよく一致しており、素子間隔が0.4波

長付近でMEGが最大となることおよび素子間隔が0.2波長以下で:MEGが急激に劣

化することが確認できた。 a=900の場合、実測イ直は理論値より若干低い値となっ
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ているものの理論値の傾向をほぼ表している。実測値と理論値との差異は、測定

の際にアンテナの支持部材をアンテナ下方に配置したために放射指向性が若干上

方に打ち上がって偏り、水平面方向の利得が低下したためと考えられる。

7.4.3 相関特性
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7.3.2節で記したと同様に、 XPRに対する変動を観測するため、送信アンテナ

の傾き角0Tが00 と 900の場合について測定を行い、ダイパーシチアンテナの傾斜

角はa=OO と a=900 とした。 0Tが00 と 900の場合の測定結果をそれぞれ図7.11 およ

び図7.12 に示す。 0 ， X，ム，口はアンテナの方位をそれぞれ00， 900， +450 , _45
0 

とした場合の実測値であり、 ・ はそれらの方位平均値である。また実線は表5.2

の結果を用いて求めた計算値である。 α=00の場合、素子間隔が0.2波長以上での

相関が非常に小さいことが実験的に確認でき、また理論値が実測値とよく一致す

ることが確認できる。 α=900の場合、特にXPRがー 7.7dBのとき (0Tが900の場合)

に素子間隔0.6波長での相関係数が増大する傾向が確認できる。いずれにせよ実験

結果は理論解析結果と比較的よく一致していると考えられ、解析結果の妥当性が

確認できた。
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図7.12 θT=900の場合の相関特性の理論値 と実測

値の比較
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(1) 多重波中での平均実効利得(MEG) に{憂れる最小アンテナ間隔は0 ・3波長-0.4波

長である。

(2) アンテナ間隔を 0.2波長以下にした場合には相互結合による放射効率低下のた

め:MEGが急激に劣化する。

(3) アンテナ間隔が0.2i皮長-0.3波長のとき、相関係数はアンテナの傾き， í云搬路の

XPRおよび到来波分布によらず0.1以下となり、低相関なダイパーシチブラン

チが得られる。

(4) アンテナ間隔が0.6波長付近のとき、相関係数はアンテナの傾きが大きし E ほど

増大する。この相関増大は到来波分布が水平面に集中する環境下ほど大きし 30  

(5) 上記(2) ， (3)の結果より、ダイポールアンテナを並列配置した空間ダイパーシ

チにおいてはアンテナ間隔を約0.3波長とする構成が最適である。

(6) アンテナ間隔が0.3波長の構成においては、伝搬路のXPRが-1.8dBのときア

ンテナの傾きによらずMEGが一定(ー 2.8dBi) となる。

本章の結論は、半波長ダイポールアンテナを並列配置した空間ダイパーシチ構成

を検波後選択ダイパーシチ受信として用いる場合の最適かつ最小となるアンテナ

間隔を与え、特性の良好な空間ダイパーシチプランチを実現するのに有効とな

る。また今後この種の空間ダイパーシチブランチを携帯無線機に実装した場合の

金属きょう体の影響を検討する上で、アンテナ自体の基本特性を知る基礎資料と

なる。
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第8章結論

本論文は、移動通信における移動体アンテナ、特に携帯電話用アンテナ系の設

計に不可欠な多重波伝搬路内におけるアンテナの特性解析と性能評価に関する研

究成果をまとめたものである。本研究では、陸上移動通信における多重波伝搬路

内でのアンテナの平均実効利得およびアンテナダイパーシチの相関特性について

の汎用性のある理論的解析手法を提案し、これまで明確でなかった各種移動伝搬

測定用アンテナの移動伝搬路中での特性を明らかにすると共に、実験結果により

解析手法の妥当性・有効性を確認した。また、アンテナの実効特性の評価に必要な

到来波分布パラメータの室内測定法の提案を行い、簡易な屋内実験による移動体

アンテナの性能評価法を実現した。以下に、本研究により得られた成果を総括す

る。

第2章では、多重波伝搬路内を移動するアンテナで受信される信号電力に対する

理論的考察から、移動体アンテナの平均実効利得(MEG)の理論式、ならびにアン

テナダイパーシチの相関係数の理論式を導出した。これら理論式の導出にあた

り、新たに多重波伝搬路の交差(扇波特性を表現する平均交差偏波電力比(XPR) を定

義・導入することによって、基地局の送信偏波によらずに移動局側のアンテナの特

性を議論することが可能となった。また、アジマス方向に一様分布し仰角方向に

ガウス分布する 3次元的な到来波分布モデルを新たに導入すると共に、市街地にお

ける 900MHz帯での実験によって到来波分布モデルの妥当性を確認した。この到

来波分布モデルと上記理論式とを組み合せた理論解析手法は、屋外あるいは屋内

等の様々な多重波伝搬環境における到来波特性を詳細に考慮でき、またアンテナ

指向性(偏波特性)の変動をも考慮できるため、携帯電話用アンテナのMEG特性な
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らびに携帯電話用ダイパーシチアンテナの相関特性の解析ならびに設計に有効4

ある。

第3章では、第2章で明らかにしたMEG解析手法を適用して、半波長ダイポー

ルアンテナの:MEG特性について理論的考察を行った。その結果、実伝搬路での

l\1EG測定法(RFM法)における基準アンテナとして用いる場合、基準アンテナの

l\1EG特性により供試アンテナの評価が変動すること、水平設置ダイポールを伝

搬路の水平偏波特性測定用アンテナとして用いたxPRi~1j定結果には大きな誤差要

因が内包されること等を明らかにした。更に鉛直方向からの傾斜角が約550の半波

長ダイポールアンテナを用いれば、到来波特性に無関係にB四Gがー3dBi とな

り、従って到来波電力の測定が可能となること、 RFM法における基準レベル測定

用アンテナとして 550傾斜の半波長ダイポールアンテナを用いる方法が有効であ

ることを明らかにした。また、アンテナの傾斜角に対して:MEGが一定となる到

来波パラメータが存在し、アンテナの方向性に無関係に平均受信信号レベルを一

定とする携帯無線システムの実現が期待できることを指摘した o 最後に、半波長

ダイポールアンテナ素子が鉛直方向から傾斜する場合について市街地における実

測結果と理論値との比較を行い、本解析結果の妥当性を確認した。

第4章では、これまで検討されていなかった多重波伝搬路内でのXPRi~IJ定法の

測定確度について、第2章で提案した到来波分布モデルを適用して理論的な検討を

行った。その結果、従来より用いられてきた種々の測定法においては、水平偏波

成分測定用アンテナが比較的レベルの高い垂直偏波成分指向性を有するために測

定確度が大きく劣化することを明らかにした。また、垂直偏波成分指向性を極め

て低レベルに抑えることのできる円筒スロツトアンテナを水平偏波成分測定用ア

ンテナとして用いる方法を提案し、従来法に比して測定確度が大きく改善できる

ことを示した。更に、 XPR測定に適する円筒スロットアンテナの新たな構成方法

についても述べた。

第5章では、移動通信用アンテナの多重波伝搬路内における特性を屋内実験に

よって簡易に評価する方法について検討した。まず、屋内伝搬路における到来波

分布モデルとして第2章に示した統計モデルにおいて到来波分布の平均仰角が00で

あるモデルを仮定し、次に半波長ダイポールアンテナおよび円筒スロットアン
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テナの:MEG特性を利用することにより屋内で見通し外条件が成立する多重波伝搬

環境において到来波分布パラメータを実験的に定量化できることを理論的に示し

た。また、第4章で提案したXPR測定法を併用することにより、異なる二つの屋

内環境において到来波分布ノf ラメータを測定し、 900MHz帯において実現される

屋内環境の到来波特性を明らかにした。その結果、屋内における伝搬特性を送信

アンテナの偏波特性等により操作できる可能性のあることを示した。

第6章では、第2章で明らかにしたアンテナダイパーシチ相関特性解析手法を適

用して、半波長ダイポールアンテナ素子を用いた偏波ダイパーシチブランチの

相関特性について理論的考察を行い、アンテナ系の傾きや到来波パラメータに対

する相関特性の変動メカニズムを明らかにすると共に、市街地における実測結果

と理論結果との比較を行い、本解析結果の妥当性を確認した。また、偏波ダイ

ノすーシチブランチがほぼ無相関となる条件を明らかにし、第5章で明らかにした

屋内伝搬特性の下での相関特性実験により、その実現性を確認した。この伝搬特

性を含めたダイパーシチ構成は、屋内無線LAN等に適用するダイパーシチブラ

ンチとして有効と考えられる。

第7章では、第2章において確立したMEG特性およびアンテナダイパーシチの

相関係数についての理論解析手法を適用し、半波長ダイポールアンテナを2本並列

配置して構成される空間ダイパーシチを検波後選択ダイパーシチ受信として用い

た場合の特性を理論的に検討した。その結果、このアンテナ系が鉛直方向から傾

けられる場合を含めて、各アンテナ素子のMEG特性および相関特性に優れるア

ンテナ間隔が約0.3波長であることを明らかにした。更に第5章で明らかにした屋

内伝搬特性の下での900MHz帯での実験により、解析結果が実験結果とよく一致す

ることを確認した。

以上の研究成果から、陸上移動通信環境を移動するアンテナ系の多重波伝搬路中

での実効特性の理論解析手法が確立でき、その各種伝搬特性測定用アンテナやダ

イパーシチアンテナの特性解析法としての有効性、ならびに携帯無線機用アンテ

ナ系の特性解析・設計法としての有効性が明らかとなった。本研究では最も基本的

な半波長ダイポールアンテナを検討対象として取り扱ったが、携帯無線機に実装
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されたアンテナあるいは人体に近接して置かれたアンテナ系の立体放射指向性を
第6また、同様の理論解析が可能である。 立

ア
千
μ説t数値計算等によって求めさえすれば、

第5章で提案した屋内到来波分布測定法章ならびに第7章の屋内実験結果を通じて、

を適用すれば、屋内環境において簡易に移動通信用アンテナの特性を評価できる

これらの理論的・実験的な特性評価方法は、携帯電話用

また人体近

ことを実験的に証明した。

アンテナの:MEG特性やダイパーシチアンテナの相関特性の検討に、
本論文をまとめるにあたり、終始、御懇切なる御指導，御鞭撞を賜りました大

阪大学基礎工学部・山本錠彦教授に謹んで感謝の意を表します。
接によるアンテナの実効性能の変動等を評価する方法として極めて有効であり、

今後ますます小型化が進展すると予想される携帯電話用アンテナの最適設計が可
同じく本論文をまとめるにあたり御指導，御教示を賜りました大阪大学基礎工

学部・末田正教授をはじめ、小林哲郎教授，浜川圭弘教授，小林猛教授，蒲生健次教
能になると考えられる。

また、有益な御B}J言を賜りました大授，奥山雅則教授に心から感謝いたします。
またアンテナの実効特性が伝搬路特性と放射パタンとの相互関係で決まること

から、伝搬路特性を積極的に利用することにより安定・良好なアンテナ特性を実現
阪大学基礎工学部・岡村康行助教授，西村貞彦助手に深く感謝いたします。

本研究の大部分は著者が(株)国際電気通信基礎技術研究所在籍時に行ったもので
するシステム構成の可能性をも示したo 特に屋内での移動通信システムにおいて

実現性が高いと考えられる。例えば、屋内無線LAN等の高速ディジタル信号を伝
あり、本研究を進めるにあたって、御指導，御鞭捷を賜りました(株)国際電気通信

ならびに(株)エイ・テイ・アール光電波通信研究所基礎技術研究所・葉原耕平副社長，
今後さらなる研究が期待される。送するシステムに有効と考えられ、

-古漬洋二社長に深く感謝いたします。
また本解析手法は、付録3に示すようにアジマス方向の到来波分布に方向性をも

すなわち将来の方式たせること等により、見通し条件が成立する多重波伝搬路、
また、本研究の途上において御指準，御援助を賜りました東京理科大学工学部・
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最後に、本解析手法は、基地局アンテナから観測される到来波分布モデルを与

関数についての詳細な研-究が重要であり、

NTIエレクトロニクステクノロジー(株)・関清三部長(元無線システム研究所主席
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また、 (8 ，や)方向か ら 到来す る波の電界は次式のよ う に表せる 。 が成 り立つO また 8，争各成分の偏波間 の相関も無い ものと仮定すると 、 F。 と Fφ 間

の位相も独立かつ一様に Oから 2π の 聞 に分布するから 、

F(O) = Fe(O)ie+ Fφ(0) iφ (付1.2)

< F JO) F , (0' ) > = 0 
。 φ (付 1. 7)

ここにFe ， Fφ はそれぞれQ方向の到来波電界の ie ， iφ 成分の振幅および位相を表 が成り立つ。ここにく〉はアンサンプル平均、*は複素共役、 6 はデル タ 関数を表

す。更に、 V(t) は平均値 0 の複素ガ ウ ス過程により近似され、す。

アンテナにおける受信電圧は次式により表される。

< V (t) > = 0 (付1.8)

V (t) = c f E a (0) . F (0) e -j k u . r t dO (付1.3)

但し、 Qは球面座標系における座標点(8，今)を表し

を満たす。

まず、 V(t)の自己相関関数を求めると、

A
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(付1.4) Rv (,;) = <V(t)V (l+ ,;)> 

である。また、 c は比例定数、 e-jku.rt はアンテナの移動速度 uにより生ずるドツ

プラーシフト、 hは波数、 r は放射方向の単位ベクトルである。

さて、移動体アンテナが多重伝搬路内をランダムに走行すると仮定し、そのと

きアンテナに入射する到来波電界の振幅および位相が空間的に独立かつランダム

に変化するものと仮定する。このとき、異なる方向Q=(8，争)， Q' =(8' ， φ') からの

到来波に対してFe及び Fφ の位相は独立であるから、

=c/ f f < {Ea(O) 川}{E;(町内)} > 

ﾗ e-J h u-l r-r'l t+J h u-r-E dQ dQ' (付1.9)

となる。式(付1.9) に式(付1.1) ， (付1.2) を代入し、これに式(付- 1.5) ， (付1.6) ， (付1.7)

の条件を適用すると

<Fo(Q)F;(Q')>= く Fo(Q)F;(Q)>6(Q-Q') (付1.5)
R" (,;) =町- + {En (0) E[I -(0) <F白 (0) F白 .(Q)>I '-e ,--, -9 ,--, --9 , --, -e 

く F(Q)F.(Q ' )>=<F(Q)F.(Q)>6(Q-Q')
φφφ 令

(付1.6) + E~ (0) E~ -(0) <FL (0) FL.(Q)} >}. e-jku. rt dQ 
や φφφ

(付1.10)

が得られる。
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アンテナの電力利得指向性と電界指向性との間には次式の関係が成 り立つ。

G (Q) = G
e 
(Q) + Gφ (Q) = K{ Ee (Q) Ee .(Q) + Eφ(Q)EJ(Q)} 

い)ニ t・ f { C
1
KGe (Q) Pe(Q) + C2 KGφ川(叶 e州 r T. dQ (付1. 17)

(付1.11)

となるが、 cc傘CIK=2Pl , C♂Ccý(= 2P2 と置くことにより

ただしKは比例定数で、 Ge(Q) ， Gφ(Q) は次式を満足する。

π
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せ一
一
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置
、
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Q
 no 

G
 

，
a

篭
，
、

r
l
l

ム
T
I
J

叩) = 2 f {竹山e(Q) +川町φ(Q) } . e引 r T. dQ (付1. 18)

(付1. 12)

また、くFe(Q)F♂(Q)> は ie 偏波の到来波の分布を表しており、次式のように正

規化される。

が得られる。

アンテナの平均受信電力 Prec はきくV(t)Vぺt)> で与えられるから、式(付1.18)

においてτ=0 とすることにより、次式のように求められる。(即ち、式(2.3) が得

られる。)

くFo(Q)F0.(Q)>=C1Po(Q) (付1. 13)

P rec = f {刊ω) P e仲川町φ (Q) } dQ (付1. 19)

ここに Cl は ie 偏波の到来波分布の最大値、 Pe(Q)は次式を満足する角密度関数であ

る。
式(付1.19) において、 ie 方向のみに偏波をも っ等方性受信アンテナの場合 を考

えると、 Ge(Q)=l ， Gφ(Q)=Oであるから、

(付1. 14)

Prec 二 P 1 f 九 (Q) dQ = P 1 (付1.20)

同様にして、次式を得る。

くF(Q)F.(Q)〉ニ C'J P'+-' (Q) 
φφZφ 

(付1.15)

となる。式(付1.20) は、 Plが多重波伝搬路中において is 方向偏波の等方性アンテナ

で受信される平均電力であること、t!IJ ちら方向偏波の平均到来波電力であること

を示している。同様に、 i 方向のみに偏波をもっ等方性受信アンテナの場合を考
φ 

えると、 P2が多重波伝搬路中における iφ 方向偏波の平均到来波電力 であることが

導かれる。

(付1. 16)

よって、式(付1.11) ， (付1. 13) および式(付1.15) を式(付1.10) に代入すると、
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付録 2 アンテナダイバーシチの相関係数の導出

図2.3 に示す2つのアンテナ n ( n = 1, 2 )の電界指向性は次式のように表せる。

E_(8 ，φ) = E" _(8 ，φ) i白+ ECL _(8 ，φ) i 
。 φnφ (付2.1)

ここにEen， Eれはそれぞれ電界指向性の8 ， φ 成分の複素表示である。付録 1 にお

ける式(付1.3) と同様、 2つのアンテナにおける受信電圧(し 3 ずれも複素数)は次式

となる。

円 (t)=C11 E1(Q)me-Jhu rt dQ (付2.2)

九 (t) = C
2 
f E 2 (Q) 問川 r t. e j切 (付2.3)

但し、 cn(π=1 ， 2) は比例定数、 e-jku・rt はアンテナの移動速度 uにより生ずる

ドップラーシフト、 hは波数、 r は放射方向の単位ベクトル、 x は2つのアンテナ

における到来波の位相差である。さて、到来波そのものに相関が無いと仮定する

と、式(付1.5) ， (付1.6) ， (付1.7)が成り立ち、またV1 (t) ， V2(t) は共に平均値 0 の複素

ガウス過程により近似されるから、付録.1 における式({寸1.8) を満たす。従って、

2つの受信竜圧の相互共分散は式(付2.2) ， (付2.3) に式(付.1.2) ， (イ寸2.1) を代入し、これ

に式(付1.5) ， (付1.6) ， (付1. 7) の条件を適用することにより次式のように求められ

る。
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R
12 

= <V
1
(t)V2(1)> 

と求められる。一般に、複素相関係数を p とし観測される包絡線に対する相関係

数を Pe とすると、 Pe は I P I 2 に近似的に等しく (30)、また式(付1.8) を用いて、

= 2 K'叶{ XPR 叩) Ee;(Q) 九 (Q) IR.J 2 
" .--12 

pezlpr= 一τ-7
O. 0 
1 -2 

(付2.7)
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(付2 .4)

ここにK' は比例定数、 XPR は式(2.2) で定義する平均交差偏波電力比である。

Pe(Q) , Pゃ(0.)はそれぞれ8 ， φ 成分の到来波角密度関数であり、式(2.5) を満足する o

また、 x は 2つのアンテナにおける到来波の位相差であり、図2.3 に示すようにダ

イパーシチアンテナ系がYZ面にあって各アンテナを結ぶ方向が鉛直方向より P だ

け傾いているとき、 x= d(sin8 sin令 sinp+ cos8 COSp) で与えられる。

同様にして、第1および第2のアンテナにおける受信電圧の標準偏差 01 および

と与えられるから、これに式(付2.4)， (付2.5) ， (付2.6) を代入することにより式

(2.11)が得. られる。

O2 は

2 
01=  < V 

1 
(t) V 

1 
(t) > 

二 2K'叶{ XPR 叩)Eバ (Q) 九 (Q)
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(付2.5)

022=<V2(Ov;(t)> 

= 2 K'叶[ XPR ωQ)E。 ;(Q)Po(Q)
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(付2.6)
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付録 3 等価見通し伝搬路における

アンテナのMEG特性(47)

陸上移動通信における多重波伝搬路内をランダムに移動するアンテナのMEG特

性の解析には、本論文第2章で論じたように、垂直(V)・水平(H)各偏波成分がアジマ

ス方向に一様分布し仰角方向にガウス分布する到来波モデルを適用する方法が有

効である。しかし、付図3.1 に示すように、基地局からの到来波方向と道路との

なす角(道路角)が小さい場合や、基地局と移動局との間に見通しとなる区間が相当

多いような場合などでは、到来波分布がアジマス方向に強い方向性をもっ伝搬路

(以下、等価見通し伝搬路と称する)となる。このような伝搬路に対しては、前記

モデルのみではアンテナのMEG特性を十分に解析することができない。

そこで、等価見通し伝搬路におけるV.H両偏波成分の到来波分布として、アジ

マス方向，仰角方向ともにガウス分布する統計的モデルを仮定する(付図3.2)。こ

のとき、観測される到来波分布を与える角密度関数は、式(付3.1) および式(付3.2)

により表される。

{ﾐ -( ; -叫
!叶 (φ-iC] (0 壬 Ð :;;玉 Tl ) (付3.1)

lo什 -mH)}
トxp [ -~むC] (0 三五 O 三五 π) (付3.2)
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。 。はそれぞ
Y'~H my， mHはそれぞれ垂直，水平各偏波成分分布の平均仰角、ただし、

SはそAは到来波分布の平均方位、れ垂直，水平各偏波成分分布の標準偏差であり、

またAs， Aφは比例定数であり式(2.6) により決定される 。

平均仰角面( 8=π12- mV ， 8= π 12- mH ) において移動体アンテナから見たアジ

マス方向の到来波分布は付図3.3 に示すものとなる。 sが大きくなる程アジマス方

Base statlon 

の方位標準偏差である。

このモデルは本論文第2章で提案Sが無限大のとき、向一様分布モデルに近づき、

した伝搬モデルに一致する。送信局アンテナが見通せる場合(a) 

xz面内でGの傾き解析対象とするアンテナは半波長ダイポールアンテナとし、

アXY面は水平面に対応、し、をもっ状態で多重伝搬路内を移動するものとする。

付図α=550の場合の計算結果を付図3.4 に示す。ンテナはXY面内を移動する。

Road anよッ\
込てミi

また付図3.4(b) は平均仰角が200の場合を示す。3.4(a) は平均仰角が00の場合を、Road 

図中の表はl\1EGの最大値，最小値および方位角 A に対する平均値を示している。 S

が小さいほど平均方位Aに対するアンテナの電力利得指向性に対応する変動を示

Sが大きくなるに従い平均方位Aに対する変動が小さくなりアジマス方向

また平均方位Aに対一様分布モデル(本論文第2章)での計算値(-3dBi) に近づく。

すが、

見通しが無くても極めて方向性の強い到来波が観測される場合
(市街地で道路角が小さく、道路幅が広い区間)

、
‘.
F

L
u
 

r
-
、

アジマス一様分布の仮定が適用できない伝搬路

S = 100 

S = 300 

S = 600 

S = 1800 

2700 

1800 

。。

900 

10dB/div 

Incident Wave 
Distribution 

Y 

Z 

φ 

X 

付図3.1

方位標準偏差 S に対するアジマス方向到来波分布
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等価見通し伝搬路での解析モデル
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平均仰角やSの値によらずアジマス方向一様分布モデする MEG変動の平均値は、3 

このこの特性はアンテナ の傾き角によらず成り立つ。ルでの計算値に等しし ~oS = 10。
。

(
一
∞
℃
)

等価見通し伝搬路においてア本論文第2章の伝搬モデルでの解析結果が、ことは、

ンテナの方位を様々に変えて測定されるMEGの方位平均値を与えることを示す-3 

到来波分布平均方位に対する MEGの最大値，最小値は、このとき、ものである。

がアジマス方向に一様でないことに起因するMEGの変動幅を表すものといえ
国6

る。
XPR = O.OdB 
mv= mH= 00 

av=oH=20
0 

C
一
の
ω
。
〉
Z
U
3
5
C
の
ω
三

-9 

図中破線は付図3.5 はアンテナの傾き角に対する:MEG変動を示したものであり、
-12 

0 
異なる平均方位角アジマス方向一様分布モデル(本論文第2章)での計算値である。360 270 

(deg) 
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Azimuthal Angle 

90 

Aに対する MEG特性が破線で示される特性のまわりに分散した特性となることがA 

わかる。
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3 3 
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アンテナ傾斜角に対する E臼G特性
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付図3.5

平均方位角 A に対する MEG特性(α=550の場合)
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付録 4 MEGの測定方法

受信アンテナが移動する問に受信アンテナに到来する多重到来波のV， H各偏波

成分の移動平均電力をそれぞれPV， PH とするとき、 PV+PH は受信アンテナに到

来する平均到来波電力である。この平均到来波電力は、鉛直方向に対し550傾斜し

た半波長ダイポールアンテナのMEG値が到来波特性によらずー3dBi に等しいこ

と(第3章， 3.2.4節)を利用して測定することができる。即ち、 MEG値 Ge が式(付

4.1)で定義されることから、平均到来波電力PV+PH が式(付4.2) により求められ

る。

一

H

一
p

p
u
-

同
一
+

P

一一

V

一
P

一一,
W 

G
 

(付4.1)

P.. + P .. = P X 2 (+ 3dB ) 
v n rec (付4.2)

ここに、 Prec は鉛直方向に対し550傾斜した半波長ダイポールアンテナで測定さ

れる平均受信電力である。

平均到来波電力が求まれば、供試アンテナのMEG は、同ーの移動コース上で

測定される供試アンテナの平均受信電力Preeftj と、平均到来波電力 PvチPH との相

対イ直Pre/t)j (PV 十PH) として求められる。

第7章における室内実験では、鉛直方向から 550傾斜した半波長ダイポールアン

テナを回転円の接線方向に対して 00， 900， :t 450の4通りの方位に向けた場合の平均

受信電力を測定し、それら測定値の平均値に3dB を加えることにより平均到来波

電力を求めた。
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